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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

５番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

○５番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。

みさわ未来の瀬崎雅弘が、通告に従いまし

て一般質問いたします。

まずは、三沢市立三沢病院について伺いま

す。

三沢市立病院は、平成２２年１１月８日

に、現在ある位置に移転し、開院しました。

三沢病院の基本理念は、質の高い医療とよ

いサービスを提供し、地域住民から愛され、

信頼される病院を目指すため、地域住民の健

康を守る自治体病院として、質の高い医療の

提供、信頼され安心される患者さん本位の医

療の提供、そして、地域住民が利用しやす

く、地域住民に優しい病院を目指すことを掲

げています。

また、三沢病院は、三沢市民の方のみなら

ず、周辺地域住民の方を含め、広域的な視野

から総合病院としての機能整備を行い、日々

進歩する医療と多様化する地域住民の医療

ニーズに対応するため、総合的かつ専門的な

診断、治療をより一層充実し、子供から高齢

者まで、すべての地域住民が誕生から死に至

るまでを安心して頼れる治療完結型病院を基

本とした、良質な医療サービスの提供が図ら

れるよう努力されています。

そして、開院から約１年半が過ぎ、地域に

おける拠点病院としての役割を果たしている

と思います。

特に、最先端のがん医療器材等の導入によ

り、地域がん診療連携拠点病院として、その

役割を果たしていると思います。

私は、偶然にも病院移転の時期に旧三沢市

立病院に入院し、入院患者として新病院に搬

送され、新旧両方の病院を経験することがで

きました。約１カ月間入院し、新旧の病院を

比較することができたことは、私にとって貴

重な経験となりました。

新しい病院は、最新の設備はもちろん、病

室は、旧病院と違い、広くて明るく、入院患

者にとって快適に過ごすことができました。

しかし、入院してはじめて知ることや、ふ

ぐあいも感じました。特に、開院したばかり

の病院では、看護師、医療事務員及び患者の

皆さんも含め、すべての方がふなれなため、

いろいろな問題やふぐあいが発生していまし

た。

例えば、外来受診の際には、これまで名前

を呼ばれていましたが、新病院のシステムで

は、受け付け番号のみが患者案内表示板に表

示されるだけで、名前を呼ばれないため、診

察に戸惑う外来患者さん、また、看護師の方

は、新しく導入された電子カルテの操作等に

戸惑っていました。

開院から約１年半がたち、これらの問題は

解消されたと思いますが、市民の皆様の声を

聞くと、まだ不満や不安を持っている方がい

ます。

このようなことを踏まえ、伺います。

まず１点目は、電子カルテの導入効果につ

いて伺います。

電子カルテの導入により、これまで使用し

ていた紙のカルテを使用せず、院内をネット

ワーク化することにより、これまでの紙カル

テの管理が不要となり、処理時間が短縮さ

れ、完全予約制との相乗効果により、患者さ

んの待ち時間が短縮されるとの期待がありま

した。当然、開院した時点では、慎重を期す

ため、電子カルテの操作等になれるまで時間

がかかるのは理解します。

しかし、現状においても、予約時間に行っ
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ても、受け付けから診察を受けるまでかなり

の時間待ちとなっております。電子カルテの

導入により、待ち時間の短縮等を含め、その

効果について伺います。

２点目は、かかりつけ医について伺いま

す。

三沢病院は、病状が安定し、外来通院が可

能となった患者さんに対しては、地域のかか

りつけ医である医療機関に紹介するシステム

となっていますが、高齢者の方は、三沢病院

で複数の診療科に受診されている人が多く、

いつかかりつけ医を紹介されるのか不安をお

持ちの方がいます。

病院として、かかりつけ医を紹介する際、

患者さんに対する丁寧な対応や説明が必要と

思いますが、その点について伺います。

３点目は、北浜方面からの病院へのバス運

行について伺います。

現在、北浜方面から病院へのバス運行時間

は、八幡からは、朝８時７分のバスが病院へ

８時５６分に到着、昼の１２時１０分に病院

発で八幡方面へ、また、塩釜からは、朝９時

９分発のバスが病院へ９時５６分に到着、昼

の１３時１０分に病院発で追舘方面となって

おります。

つまり、北浜方面から三沢病院へ受診され

る患者さんは、往復とも病院で乗りおりする

場合は、病院で約３時間の余裕しかありませ

ん。診察時間等により、昼の時間帯の病院か

ら北浜方面へのバスに乗れなかった場合は、

平日の１３時以降及び日曜、祭日においては

市役所で乗りかえ、平日は八幡方面は１５時

１７分、追舘方面は１７時７分の発車。日

曜、祭日は追舘方面のみで、１３時１７分の

発車となっております。

平日における北浜方面への病院発以降のバ

スは、市役所経由で、八幡方面は約３時間、

追舘方面は約４時間待ちとなっております。

北浜方面の方からは、市役所経由で乗りか

えるのは問題ないが、待ち時間が長過ぎるた

め、もっと乗り継ぎがよい時間帯のバス運行

ができないか等の声が聞こえてきます。

そこで、伺いますが、なぜこのような時間

帯を設定されたのか伺います。

４点目は、患者さんに対する対応について

伺います。

私が入院しているときの話ですが、おなか

の手術のため食事をとることができず、約２

週間ぐらい点滴を受け、症状の回復で食事を

とることになりました。看護師の方からは、

食事をとる際は無理をしないでと言われまし

たが、久しぶりの食事でありましたので全部

食べてしまいました。

ところが、看護師さんからは、問診におい

て、何で全部食べたのですかとしかられまし

た。その理由は、約２週間、点滴による栄養

補給のみであるため、急に多く食べると胃や

腸に負担を与えるからだめだと言われまし

た。であれば、出す食事の量を食べていい量

にすればいいと思います。

また、退院後は、先生から約２カ月間の薬

を処方され、薬を飲み終えたならば、術後の

経過を見るため診察に来るよう指示されまし

た。先生の指示どおり診察するため予約をと

り、病院に行き、待合所で診察を待っている

と、受付の職員さんからは、きょうは何しに

来たのですかと言われ、返答に困りました。

看護師や職員の方は、毎日病院で勤務して

おられ、その対応になれていると思いますの

で気づかないと思いますが、患者さんは知ら

ないのです。看護師や職員のちょっとした気

遣いで、患者さんの気持ちは大きく変わりま

す。患者さんに対する説明をきちっとするの

が大事と思いますが、その点についてどのよ

うな対応をされているのか伺います。

５点目は、診察終了後の待合所について伺

います。

現在、診察のための待合所は、診察室の前

に多くの患者さんが座ることができ、よいと

思います。

しかし、診療科により異なりますが、混雑

する診療科では、診察終了後、カルテをもら

うまで、座る場所が少ないため、多くの患者

さんは廊下の隅で立って待っています。特
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に、高齢者の方には、短い時間ですが、負担

があると思います。十分なスペースがあるの

に、なぜそこにいすを用意できないのか、そ

の理由について伺います。

次に、環境問題について伺います。

国土交通省は、文部科学省と連携して、環

境を考慮した学校施設の整備をさらに進化さ

せるため、学校ゼロエネルギー化推進方策検

討委員会を両省共催で設置し、先月の５月２

２日にその報告書を公表しました。

その報告書によると、ゼロエネルギー化と

は、エネルギー消費量を減らす省エネルギー

と太陽光発電等を利用した創出エネルギー等

の技術を組み合わせて、年間のエネルギー消

費を実質上ゼロにする考え方で、学校施設は

地域の身近な公共施設であり、児童・生徒等

への環境教育、災害時の防災拠点という観点

からも、ゼロエネルギー化への取り組みを積

極的に行う意義のある建物であり、他の用途

と比べ、年間の１次エネルギー消費量が小さ

い傾向にあることから、この計画に至ってい

ます。

徹底的な省エネルギーで、エネルギー消費

量を５０％削減し、大規模な太陽光発電等の

創出エネルギーで電力の５０％を補う最大努

力対策の場合で、ゼロエネルギー化は実現可

能と言われています。

また、ゼロエネルギー化の対策技術は、防

災機能、特に、災害時における建物機能や室

内環境維持にも貢献できます。

さらに、学校施設を活用して、児童・生徒

に対する環境教育を行うことにより、理解を

深め、家庭、地域の環境意識の向上につなげ

ることもできます。

今後、本年度よりエコスクールパイロッ

ト・モデル事業が実施されます。この事業

は、文部科学省、農林水産省、経済産業省及

び国土交通省が関係事業について協力して実

施し、補助金制度もあり、非常によい事業だ

と思います。

三沢市として、この事業に取り組む考えは

あるか伺います。

最後に、東日本大震災に対する義援金、寄

附金について伺います。

東日本大震災に際し、企業、団体及び多く

の個人の皆様等から三沢市に寄せられた心温

かい義援金、寄附金は、平成２３年１０月１

８日現在で８,７９６万７,４９４円となって

おり、被災者に対する第１次配分総額は１１

８世帯に５,７３０万円、第２次配分総額は

１４２世帯に２,９４３万円で、合計の件数

は１４６件、８,６７３万円と広報みさわに

掲載されました。

一方、厚生労働省のホームページによる

と、日本赤十字社と中央共同募金会、日本放

送協会、ＮＨＫ厚生文化事業団の４団体に寄

せられた国内外の皆様方からの東日本大震災

の義援金は、平成２４年４月２０日現在で

３,５５０億円となっております。

この義援金は、日本赤十字社等から、ま

ず、被災都道府県に送金され、各都道府県の

義援金配分委員会で被災者への配分基準が定

められ、その上で、市町村を通じ、銀行口座

振り込みなどの形で被災者のお手元に届けら

れるようになっています。

第１次分は、平成２３年４月に１,１４１

億円が市町村に送金され、第２次分は、６月

に２,２５５億円が市町村に送金され、現在

までに募金総額の９８％の３,４９２億円が

送金されています。

青森県の被災者の方には、平成２４年３月

９日現在で、総金額７億３,５７２万９,００

０円で、その全額が市町村に送金され、被災

者への配分額は６億９,６２４万５,０００円

となっております。

そこで、三沢市への送金額及び被災者への

配分状況について伺います。

以上で、私の質問を終わります。御答弁よ

ろしくお願いします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの５番瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員
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さん御質問のうち、東日本大震災に対する義

援金については私から、その他につきまして

は担当部長等からお答えをさせますので、御

了承願いたいと思います。

日本赤十字社等からの義援金につきまして

は、本年６月１日現在、約７億３,０００万

円が青森県に配分されております。

この義援金は、青森県東北地方太平洋沖地

震義援金配分委員会の決定に基づき、これま

で４回、青森県から当市に配分されていると

ころであります。

当市の義援金支給対象者は、死亡者２人、

家屋全壊１６戸、半壊２２戸、被災者・児童

１６人となっております。配分額につきまし

ては、青森県のホームページで公表されてお

ります。

青森県からの支給日及び金額、被災者への

送金日につきましては、平成２３年４月２０

日に、第１次配分として、死亡者１人当たり

１００万円、全壊１戸当たり１００万円、半

壊１戸当たり５０万円、合計２,９００万円

となっております。対象者への振り込み日は

平成２３年４月２８日となっております。

平成２３年７月７日、第２次配分の１回目

として、死亡者１人当たり９５万円、全壊１

戸当たり９５万円、半壊１戸当たり４８万

円、新たに被災児童１人当たり１０万円、合

計２,９２６万円となっております。振り込

み日は平成２３年７月１５日となってござい

ます。

平成２３年９月９日、第２回目として、死

亡者１人当たり３９万円、全壊１戸当たり３

９万円、半壊１戸当たり１９万７,０００

円、被災児童１人当たり４万１,０００円、

合計１,２０１万円となっており、振り込み

日は平成２３年９月１３日となってございま

す。

平成２４年４月６日、３回目として、死亡

者１人当たり１０万円、全壊１戸当たり１０

万円、半壊１戸当たり５万円、被災児童１人

当たり１万円、合計３０６万円となってお

り、振り込み日は平成２４年４月１８日と

なってございます。

これまで青森県から当市が配分を受けた義

援金の総額は７,３３３万円となっており、

青森県からの受領後１週間程度で、該当する

被災者すべてに振り込みを完了いたしており

ます。

また、日本赤十字社等から青森県に配分さ

れた義援金額の公表につきましては、当初、

平成２３年９月３０日までであった受け付け

期間が、御案内のように本年９月３０日まで

延長されまして、現在も継続中であることか

ら、被災者の義援金額の公表には至っており

ませんが、当市としての公表につきまして

は、受け付け終了後と考えております。

私からは、以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 市立三沢

病院問題に関する御質問のうち、北浜方面か

らのバスの運行についてお答えいたします。

平成２２年１１月の市立三沢病院の移転に

伴うバス路線の再編に当たりましては、限ら

れた資源のもと、通院、通勤・通学、買い物

など、利用者の多様なニーズに対応しなが

ら、効率的かつ効果的な公共交通体系の構築

を図ることが課題となってございました。

このような中で、北浜方面から市立三沢病

院へのバス路線の見直しに当たっては、事前

に実施した路線バスの利用状況等の調査結果

に基づき、通学の高校生の利用が多い朝夕の

時間帯は、北浜－三沢駅間を直行便のまま、

従来どおりの路線バスとしてそのまま維持

し、午前中の診察受け付け開始前後から午後

の時間帯を市立三沢病院行きのコミュニティ

バスとして運行することといたしました。

その際、交通ネットワーク維持の観点か

ら、中心市街地－三沢駅間には乗り継ぎ便を

設定し、三沢駅との接続を確保するととも

に、全体の運行回数は再編前と同じ回数を保

持し、運行時間帯も再編前のダイヤを踏襲し

たものとなっております。

例えば、現行の北浜・八幡行きバス路線に

ついては、路線再編前と同じ、往路４回、復
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路５回の運行となっており、また、塩釜方面

行きにつきましても、往路５回、復路７回の

運行となっております。

先ほど議員さんからダイヤについても触れ

ておりましたが、改めて移転前と移転後とを

比較しますと、病院移転前における八幡行き

は、中央３丁目停留所発１１時４０分の後の

便が１５時３０分となっており、３時間５０

分の運行間隔がありました。現在は、乗り継

ぎの必要はありますが、１２時１０分三沢病

院発、１２時２３分三沢駅着の後は、市役所

前１５時１７分発での乗り継ぎにより、この

間２時間５４分の運行間隔となっており、病

院移転前よりも短い間隔の運行ダイヤとなっ

ております。

また、病院移転前における塩釜方面行き

は、中央３丁目停留所発１３時２０分の後の

便が１６時５０分となっており、３時間３０

分の運行間隔がありましたが、現在は、１３

時１０分三沢病院発、１３時２３分市役所前

着の後は、市役所前１７時７分発での乗り継

ぎにより、この間３時間４４分の運行間隔と

なっております。このことから、病院移転前

よりも若干間隔のあいた運行ダイヤとなって

ございます。

このような中で、議員さんから御質問のあ

りました現行の市立三沢病院１３時１０分発

以降の北浜方面バスをすべて乗り継ぎ対応と

いたしましたのは、第１期実証運行に当たり

まして、午後の時間帯における病院からの利

用者が少ない一方で、市内中心部における商

業施設での買い物や診療所への通院等に対す

る利用者のニーズのほうがより大きいもので

あると判断いたしたことによるものでござい

ます。

運行計画の策定に当たりましては、財政負

担とのバランスに配慮しながら、一方の利用

者ニーズにこたえることにより、もう一方の

利用者ニーズにこたえられないという実情に

大変苦心しているところでございます。

市といたしましては、現行のサービス水準

では不十分だという利用者や市民の声がある

ことにつきましては真摯に受けとめておりま

す。そのことから、今後も引き続き利用状況

等の調査を行い、利便性の向上に向けた改善

方策等について、事業者とともに検討してま

いりたいと考えてございます。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 病院事務局長。

○三沢病院事務局長（大澤裕彦君） 市立三

沢病院問題についてお答えいたします。

まず、第１点目の電子カルテ導入効果につ

いてお答えいたします。

電子カルテ導入の目的には、ペーパーレス

による業務の効率化、診療情報の共有化によ

るチーム医療の実現などがあり、予約制との

相乗効果により、受け付けから会計処理まで

の時間短縮が期待されたところでございま

す。

時間短縮の効果につきましては、外来患者

における診察終了時から会計処理までの時間

は、おおむね２０分以内で処理されており、

導入の効果は認められますが、御指摘の診察

までの待ち時間に関しましては、一部の診療

科において、期待どおりの効果が出ていない

現状にございます。

このような診療科において、病状の安定し

た患者さんや投薬のみの患者さんなどには、

かかりつけ医制度を周知しながら、患者数の

緩和を図っておりますが、思うように減らな

い状況にあります。

患者数が減らない中で、単純に予約人数を

削る対応はできませんが、今後におきまして

も、待ち時間短縮に向けた運用の改善に努め

てまいりたいと考えております。

次に、第２点目のかかりつけ医を紹介する

際の対応についてでございますが、国が進め

る同制度については、院内に制度の掲示や、

症状の安定した患者さんには、直接メモの配

付を行うなど、周知を図ってきたところで

す。

また、広報みさわやチラシの毎戸配布な

ど、機会をとらえて同制度の啓発に努めてま

いりました。
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複数の疾患を持つ患者さんなどが、かかり

つけ医制度により受診する医療機関が分かれ

ることに抵抗があることも事実でございます

が、当院のような２次医療機関の場合は、精

密検査や専門的な治療になっており、一部の

特殊な場合を除き、１日に複数科の受診は、

本来困難だと考えられます。

しかしながら、このようなケースも含め、

かかりつけ医に紹介されたら当院を受診でき

なくなると思っている高齢者もいらっしゃる

ことなどから、今後におきましても、効果的

な周知方法をより一層工夫してまいりたいと

考えております。

次に、第４点目、患者さんに対する対応に

ついてお答えいたします。

当院では、病院の理念に沿って、質の高い

医療とよいサービスを提供し、地域住民から

愛され、信頼される病院づくりに取り組んで

おります。

このことを実現する一つの手段として、

サービス向上委員会を院内に設置しておりま

す。昨年度は、あなたの声という投書箱に寄

せられた皆様からの意見等を踏まえ、平成２

４年３月３０日付で、既存の接遇マニュアル

の内容を大きく改訂いたしました。

このマニュアルに基づき、全職員を対象と

した接遇研修を実施したほか、本年５月に

は、インターネット配信を利用した研修会を

実施するなど、職員の接遇意識の向上に努め

ており、徐々にではありますが、その効果が

出始めていると考えております。

今後とも病院スタッフが一丸となって、患

者さんの視点に立った接遇に心がけるよう努

力し、安心して治療を受けられる病院を目指

してまいります。

次に、第５点目、診察終了後、多くの方が

立って待っているが、廊下になぜいすを用意

できないかとの御質問にお答えいたします。

病院内における廊下等の通路は、利用者が

目的場所に容易に到達できるようにすること

を基本として、高齢者、障害者等が安全かつ

円滑に通行できるように配慮しなければなり

ません。そのため、車いす使用者やストレッ

チャー通行に支障がない十分な幅員の確保が

必要となります。

このようなことから、御質問の廊下にはい

す等の設置はしておりませんが、診察後の処

方せん等を受け取るまでの間、座って待てる

ような場所の確保については、工夫して実施

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題について

お答えいたします。

環境問題についてお答えいたします。

平成２４年度、文部科学省は、地球温暖化

対策が喫緊の課題となっている中、環境に配

慮した学校施設、つまり、エコスクールの整

備並びに東日本大震災の影響で、電力需給対

策が求められている現状から、学校施設にお

いても、さらなる省エネルギー対策を講じる

ことを学校施設関係の重点施策としたところ

であります。

このような中、文部科学省は、国土交通省

と連携し、学校ゼロエネルギー化推進方策検

討委員会を設置し、本年５月２２日にその報

告書を公表したところです。

本報告書におけるゼロエネルギー化は、エ

ネルギー消費量を減らす省エネと、太陽光発

電等を利用した創エネ等の技術を組み合わせ

て、年間のエネルギー消費を実質上ゼロとす

る考え方であります。

この報告書を受けて、文部科学省のエコス

クールパイロット・モデル事業において、太

陽光発電型、太陽熱利用型、自然共生型等の

整備推進を図ることとしたものです。

当市におきましては、現在、第三中学校の

新築において、災害時における市内の避難所

として利用可能な太陽光発電と蓄電設備を設

置し、あわせて地域温暖化対策や、未来を託

す子供たちにとって良好な環境教育を実践す

るための設備として、太陽光発電ディスプ

レーを設置し、エコスクールの推進を図るこ

ととしております。
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今後につきましては、全面的な新築や改

築、大規模改修事業を行う際には、諸条件に

応じ、この制度を活用し、可能な限り環境に

配慮した学校施設の整備に努めてまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ５番。

○５番（瀬崎雅弘君） 御答弁どうもありが

とうございました。何点か再質問させていた

だきます。

まず、病院問題につきまして、電子カルテ

の導入によりまして、効果は上がっている

と。ただし、一部では、診察時間の待ち時間

というのは、今後、改善の余地があるという

話でありますけれども、実際に一番混雑して

いる診療科で結構ですので、予約数と実際に

診察できる人数、例えば１時間に１０名予約

を受けて、１０名できるのかという、そうい

う数というのはどのようになっているのか、

お伺いいたします。

あと、今後、運用面で改善するという話で

すけれども、待ち時間を少しでも短くすると

いうふうなところの努力という方策とか、そ

ういうのはお持ちかどうか、伺いたいと思い

ます。

あと、バスの運行でありますけれども、過

去のデータと、それといろいろなアンケート

調査でもって現在もやっているということで

ありますけれども、私が一番懸念するのは、

やはり往復とも三沢病院を利用できるのが一

番いいかと思っております。現在では、診察

時間等の関係があると思うのですけれども、

それぞれ３時間ぐらいしか余裕がないと。例

えば、これは４時間ぐらいにしたら利用しや

すいとか、そういうことも考えられると思う

のですけれども、そういうことについての見

直しとかということは、今後、検討されるか

どうか、お願いいたします。

もう１点、病院問題ですけれども、先ほど

患者さんに対する対応に対して、サービス向

上委員会でもっていろいろ研修をして、それ

で、皆様からの意見をもとにして、３月末に

まとめてと。今後、改善が見込まれるという

話ですけれども、いわゆる評価というところ

でもってどのような、要するにここは改善さ

れたというところを、どのような形でもって

評価されているのかというところを伺いたい

と思います。

次に、環境問題につきましてですけれど

も、第三中学校にそういうのを設置している

ということは非常にいいと思います。

ただ、このパイロット事業というのは、今

年度が始まりだということであります。期間

が５年間、補助金制度は３年間ということで

あります。教育長の話では、今後、検討して

いきたいと、時期を見てと言っておりますけ

れども、やはり期間が決まっているものであ

れば、早く手を打ったほうがいいと思うので

すけれども、そういうことで、５年以内もし

くは３年間の補助金しかありませんので、そ

の間にやるかどうかというところを再質問い

たします。

最後に、市長のほうから義援金の件を伺い

ましたけれども、公表につきましては、こと

しの９月、終了後に公表するということであ

りますけれども、せっかく寄せられた義援金

でありますので、やはり中間報告とか、そう

いうことも大事だと思うのですけれども、そ

ういうところで、ちゃんと義援金は被災者に

渡っておりますということも必要かと思いま

すけれども、したがって、最終報告ではなく

て、進捗というか、中間報告でも公表する必

要があると思うのですけれども、その点はど

うお考えか、お伺いします。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 再質問の

うち、バス路線についてお答え申し上げま

す。

先ほど、限られた資源の中でダイヤを組ん

でいるということでお答え申し上げました

が、具体的には、車両の台数と乗務員の数の

ことでございます。事業者のほうに増便等も
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申し入れておりますが、なかなか現在の状況

では難しいということでございます。

そこで、検討に当たりましては、現行のバ

ス路線のシステムの枠組みの中ではなかなか

進歩できないということで、現在は別のシス

テムを考えてみたいと。それも視野に入れて

検討を進めたいと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 民生部長。

○民生部長（宮古健一君） 中間報告の件に

ついてお答えいたします。

現在、県のほうで、ホームページでは公表

しておりますけれども、市として公表する方

法等について、広報にするか、いろいろな

マックテレビの関係もございますので、その

辺を検討してまいりたいと思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 病院事務局長。

○三沢病院事務局長（大澤裕彦君） 病院問

題の再質問にお答えいたします。

まず最初の、実際の診療科、込んでいる科

の現状ですが、一番込んでいる科は内科でご

ざいます。予約制を開始してから、３０分単

位の予約枠として、そこに６人の患者さんを

入れるということで、内科であれば、大体１

日１６０人前後の患者さんを８時半から１時

までの枠にはめております。

実際、電子カルテになりましてからは、医

師が打ち込みしなければならない業務が大変

多くなりまして、確かに１人当たりに対する

患者さんの診療時間が長くなってございます

が、ただ、そのほかの要因に、特に診療する

科では、順番が来ても診察室に入らなかった

り、そこにいなかったりということがあっ

て、医師の診察に入るまでのロスが結構あっ

たりします。その辺を病院ボランティアとか

案内役をもう少し充実させまして、その辺の

ロスを少しでも少なくして、少しでも時間短

縮に努めてまいりたいと今のところは考えて

おります。

それから、サービス向上委員会の評価でご

ざいますが、毎年年度はじめに、目標と行動

指針を定めた目標管理シートというものをつ

くっておりまして、その中で、自己評価では

ございますが、いろいろな重要度に基づいた

目標手段に対して評価というものを５段階で

つけておりまして、それをペーパーにして落

としております。ですので、去年の場合は、

大きな目標が三つございましたが、５段階の

うち４が二つ、３が一つということで、まだ

まだ改善の余地があると思っております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えい

たします。

先ほど瀬崎議員さんからの御質問、２点ご

ざいますけれども、まず１点目、学校ゼロエ

ネルギー化推進方策検討委員会の報告書を受

けて、今年度から実施する事業、これはスー

パーエコスクール実証事業という形で実施に

なります。

この事業の中身については、実証事業でご

ざいまして、全国３カ所、約１,５００万円

の予算でもって、そして、初年度は基本計

画、２年度は実施計画、３年度の最終年度

は、それに基づいた実際の実施設計に基づい

た事業の実施と、このような形になっており

ます。

ただ、報告書は、シミュレーションの段階

でございまして、省エネをした残りのエネル

ギーの利用を創エネですべて補う。ゼロにす

るには、例えば太陽光であれば、どのぐらい

の規模で学校に設置したらゼロになるのであ

ろうかというような一つの事業でございま

す。そういうわけで、今のところ本市では、

これに手を挙げるということは考えておりま

せん。

次に、エコスクールパイロット・モデル事

業については、この経緯については、平成９

年度から実施しておりまして、一番先は経済

産業省と共催で太陽光発電の導入、次に平成

１４年度には、地域木材等を利用した内装等

への使用ということで、農林水産省との連

携、次に平成１７年度には、地球温暖化学校
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エコ改修ということで、環境省との連携、そ

して今年度、平成２４年度は、省ＣＯ２先導

事業ということで、国土交通省との連携、今

現在、この四つを包含した形で、先ほど御質

問にもございましたけれども、四つの省と連

携した形で、エコスクールパイロット・モデ

ル事業が進んでおります。

三中の今の新築に関しても、この事業の中

身については、部分部分で相当、文部科学省

の予算で校舎を建てている部分については、

この趣旨にのっとった形で学校の設計がなさ

れております。

先ほど答弁で申したとおり、太陽光発電等

も、はじめは見るだけだったのですが、震災

の後、蓄電ということも、急遽文科省のほう

から来まして、設置をするというようなこと

も含めて、包含していると考えていただきた

いと思います。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ５番。

○５番（瀬崎雅弘君） 再々質問させていた

だきます。

今の環境問題で、三中はエコパイロット事

業のモデルとして実施しているということは

わかりました。

ただ、今回の震災でもって、復興計画で

もって、学校とか避難所というところに対し

ては、発電施設とかそういうのを設備すると

いうふうな計画がありますので、あわせてこ

れは、計画しているのであれば、そういう事

業を活用するというのも一つの手と思うので

すけれども、その点は、そういう事業は取り

入れないかということについて、もう一度、

再々質問いたします。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

いたします。

エコスクールパイロット・モデル事業の趣

旨にのっとった形で、今後とも最大限に関係

機関と連絡をとって、これは実施していきた

いと思っています。

ただ、瀬崎先生がおっしゃるように、全面

的にそれを実施したらということでございま

して、例えば三中を例にとりますと、今現在

１０キロワットアワーの太陽光発電設備を、

パネル４８万円なのですが、これは南側の屋

根３分の１、４列・１２列を使用となってお

ります。もしこれをゼロエネルギーにするの

であれば、約１５倍のパネルを用意しないと

いけません。これは屋根だけでは到底無理で

す。そのほかに、例えばソーラー用の施設を

つくらないといけない。

そういうようなこともございまして、でき

得る限りの震災対応、または環境教育を担っ

たような形での導入ととらえていただければ

なと思います。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） ただいまのエ

ネルギーの関係で、補足で説明いたします。

今議会終了後におきまして、市のほうで新

エネルギーの関係の協議会を立ち上げる予定

となってございます。その中で、現段階で実

現可能なプロジェクトの実施に向けまして、

各種、今おっしゃったような文科省なり国土

交通省なり、そういう各種補助金や支援制度

の調査、あるいは導入施設の選定とか優先順

位、それから導入規模の決定、そういうのを

この協議会の中で検討いたしまして、例えば

環境省の補助の関係とか、グリーンニュー

ディール基金というのもございますけれど

も、そういう中で、どういう施設にどういう

新エネルギーの機械、施設等を設置すればい

いのかということを検討する予定でございま

す。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、５番瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） おはようございま

す。

８番みさわ未来の太田博之でございます。

さて、一般質問に入る前に、本日、議場に

も半旗が掲げられておりますが、６日、薨去
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されました寛仁親王殿下の斂葬の儀が本日１

０時よりとり行われております。本県にもと

てもかかわりの深い殿下でございました。謹

んで哀悼の意を表したいと思います。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

はじめに、行政問題、三沢市における附属

機関の設置に関する条例、すなわち市の事業

に対して、市民が主体となり、調定、審査、

審議または調査等を行う組織の設置につい

て、市がどのような考え方で運営を進めてい

るかを問うものであります。

さて、種市市長は、平成２０年３月に策定

された三沢市総合振興計画の中で、

三沢市は、市民一人ひとりの個人の尊重

と市民（住民）自治を基調に、それぞれが

持つ豊かで多様な知識と経験を生かしたま

ちづくりを推進することで、温もりのある

コミュニティ（地域社会）と多様な文化を

築き、市民が主体となった『みんなで創

る』にぎわいのある三沢市を目指します。

また、小川原湖や仏沼などの豊かな自然

に恵まれた郷土の風景を大切にし、誰もが

生きがいと安らぎを感じることのできるま

ち、先人たちが遺した文化や知恵を受け継

ぎながら、心豊かで国際性に富んだ人を育

てるまち、愛着と誇りをもって次代へ引き

継ぐことのできる持続可能なまちを目指し

て、基本理念を「人とまち みんなで創る

国際文化都市」とします。

としています。

何度読んでも、この基本理念を大切に、市

民と一緒になって、このふるさと三沢を興し

ていこう。読むたびに、こんな私でもお役に

立ちたいと思うのであります。

そうした中、６月３日、市内において、第

２４回アメリカンデーが開催され、市内外か

ら８万５,０００人が訪れ、三沢市ならでは

の国際交流イベントとして、まさに大にぎわ

いを見せたのであります。

主催いたしました三沢国際クラブの皆様は

じめ、お手伝いをいただきました各団体、ボ

ランティアの皆様には、この場をおかりいた

しまして、心から御礼を申し上げたいと思い

ます。本当にお疲れさまでした。そして、あ

りがとうございました。

一方、当市においてこのようなにぎわいを

見せている中にあって、実は三沢国際クラブ

の方々を中心に、米国人、米軍人並びに基地

の従業員の方々の御協力のもと、ミニアメリ

カンデー的なイベントが東日本大震災の被災

地においても、たびたび開催されていること

を知っている市民は少ないのではないでしょ

うか。

このことは、私自身、最近フェイスブック

で知ったばかりでありまして、被災地の方々

との共同で、復旧への元気を届けるこのよう

な活動をはじめ、これ以外にも多くの三沢市

民や基地関係者が足しげく被災地をボラン

ティアで駆け回っている姿は、市民の誇りで

あり、私たち三沢市民のスピリットだと思う

のであります。ここで、素直に思うことは、

市民のこういった活動をまとめ、広報するこ

との必要性を強く感じたことも申し添えたい

と思うのであります。

そして、これまで紹介したとおり、このよ

うな形で、まさに市民が主体となって三沢市

を興していく姿は、種市市長の政治理念、市

民とともに歩む政治に合致していることであ

り、市民が主役の政治は、三沢市の行政運営

のかなめであることは言うまでもありませ

ん。

そこで、市民が主役の政治、市民との協働

を行政の柱と据える当市において、行政が市

民から広く意見を聞くために設置する委員会

や審議会の役割は重要であると同時に、その

役割、権限を明確に設置条例で示し、議会の

承認を得なければならないのであります。

先般、青森市において、市監査委員会か

ら、市民が主体となった青森市自治基本条例

検討委員会が、市の附属機関として、その設

置条例に不備が指摘され、その委員会自体は

無効とされ、解散となり、それまで委員会で

２年間近く議論し、中間報告までしているの
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にもかかわらず、その報告内容についても棚

上げされているのであります。

さらに、厳格に言わせていただくと、地方

自治法第２０２条の３第１項で、附属機関が

法律または条例で設置されていない場合、附

属機関の委員の任命行為は無効であって、委

員に対する報酬等の支払いは違法であると

なっております。

そこで、青森市の鹿内市長は、再度、同委

員会の設置条例を３月に議会に上程をいたし

ましたが、採決の結果は、可否同数、議長裁

決で否決され、委員会の設置は先送りされた

のであります。

このことは、他市のことであり、事実関係

のみを紹介するにとどめますが、私は、一議

会人、市民として違和感を禁じ得ないところ

であります。

そこで、この事案から私なりに調べたとこ

ろ、県内自治体においても、附属機関の認識

を再確認するとともに、設置条例の必要の有

無を調査した結果、多くの委員会等の設置に

関して不備があるとの声を聞いております。

そこで、お伺いいたします。三沢市におい

ても、市民から御意見や御提言をいただく委

員会等が数多く設置されておりますが、その

中に、附属機関として設置条例が施行されて

いない委員会があるのか、また、あるとすれ

ば、今後どのように対応していくのかをお伺

いいたします。

次に、基地問題、原子力オフサイトセン

ター機能を持つ総合防災センターについてお

伺いをいたします。

ところで、市民の皆様は、原子力オフサイ

トセンターとはいかなるものか御存じでしょ

うか。株式会社ＪＣＯウラン加工工場におけ

る臨界事故を教訓として、原子力災害時に

は、国、都道府県、市町村等の関係者が一堂

に会し、国の原子力災害現地対策本部、地方

自治体の災害対策本部などが情報を共有しな

がら、連携のとれた応急措置などを講じ、原

子力防災対策活動を調整し、円滑に推進する

ことの必要性から、原子力災害対策特別措置

法第１２条第１項により、主務大臣があらか

じめ指定する施設として、緊急事態応急対策

拠点施設が設けられました。これがオフサイ

トセンターであり、現在、青森県内では、東

通村と六ヶ所村、２カ所に設置をされていま

す。

さて、報道によりますと、４月１３日に青

森市で行われた青森県市長会の総会で、自衛

隊、米軍を視野に入れた原子力オフサイトセ

ンター機能を持つ総合防災センターを三沢市

へ設置することを青森県へ提言することを決

めたとのことであります。

そうした中、さかのぼること１年前、平成

２３年第２回定例会において、みさわ未来の

加澤明議員の一般質問の答弁の中で、

当市は、原子燃料サイクル施設が所在す

る六ヶ所村に隣接し、空港、鉄道、高速道

路など高速交通体系の要衝にあるととも

に、航空自衛隊や米軍三沢基地などの機動

力をあわせ持っており、災害時における後

方支援拠点として良好な条件を兼ね備えて

おります。

このようなことから、当市を県南下北地

域における災害救援拠点地域と位置づけ、

燃料、食料等の支援物資の備蓄・配送拠点

機能とともに、原子力オフサイトセンター

を補完する機能を備えた総合防災センター

の設置について、国、県に要望してまいり

たいと考えております。

と答弁しております。

私は、その後、この件について、ローカル

マニフェスト推進地方議員連盟の仲間たち

と、昨年の８月に陸前高田市、大船渡市の現

状視察を行うと同時に、岩手県遠野市が平成

１９年度から取り組んでいます三陸地域地震

災害後方支援拠点構想について、本田遠野市

長から直接お話を伺ってまいりました。

本田市長は、当時から、広域災害に遭って

被害が軽少な近隣自治体の果たす役割とは一

体何なのか、遠野市は沿岸に近いという立地

から、津波被害などの後方支援基地としての

あり方を考え続け、物資の装備や仕分けがで



― 21 ―

きる施設整備を国に求めるとともに、住民を

巻き込んだ大がかりな防災訓練を手がけ、そ

のことが今回の震災支援に大きく貢献した

と。とりわけ、救援物資に関しては、阪神・

淡路大震災で混乱する被災地を目の当たりに

した経験から、支援物資は直接送らず、遠野

で仕分けをと呼びかけ、３４市町村から届い

た物資を仕分け、延べ２５０回にわたり被災

地に搬送したとのことでありました。

また、市長は、自分の地域さえよければ、

そのような考えは捨て、非常時における首長

の即断と、すべての責任をとる勇気と覚悟

が、初動対応には絶対に欠かせないと断言

し、平時からリーダーは常にそのことを考え

ておかなければならないとお話をされており

ました。

そして、本田市長からは、資料として、遠

野市沿岸被災地後方支援「５０日の記録～

「縁」が結ぶ復興への『絆』～」をいただい

てまいりました。これがその資料でございま

す。

３月１１日に発生し、この資料が発行され

たのが５月１１日、まさに２カ月後にこのよ

うな資料ができているということは、いかに

広域災害に遠野市が用意周到だったのかと

いったものがわかると思うのであります。

私は、さらに市長に対し、三沢市も現在、

後方支援基地としての構想も検討しているこ

ともあり、いま一度、遠野モデルを検証し、

今後の三沢市の広域防災計画について、当市

の優位性を生かした提言ができるよう、今後

も勉強させてくださいとお願いをして、遠野

市を後にいたしました。

私としては、この防災センター計画は、災

害時の三沢市の優位性を県内外に示すことは

もちろんですが、航空自衛隊、米軍基地をそ

の根底に据えることから、三沢基地との共存

共栄を標榜する当市にとって、また、国内で

唯一、米軍、自衛隊、民間が共同使用してい

る三沢飛行場を有する自治体として、基地の

新たな平和利用としての価値を高め、住民生

活により貢献できる施設として、三沢市こそ

が日本国において先進的で近未来を示す、あ

るべき基地の姿を創造できるのだと思ってお

ります。

そして、このことは、市長、議会が先頭に

立って、政治主導でなすべき施策だとも確信

しております。

そこで、お伺いいたします。今回の総合防

災センターの計画を今後どのように進める予

定なのか。特に、より実効性を上げるため

に、具体的なロードマップ等の策定はするの

でしょうか。また、この計画が県市長会の要

望自体になったことは、今後の要望活動や施

策の推進にどのような影響があるのかをお伺

いいたします。

以上で、私の一般質問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの８番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

さん御質問のうち、基地問題については私か

ら、行政問題については総務部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

昨年３月に発生した東日本大震災は、東北

地方の太平洋沿岸を中心に、広範囲にわたっ

て甚大な被害をもたらしました。加えて、東

京電力福島第一原子力発電所における事故の

発生などによって混乱が生じたほか、長時間

にわたる停電、物資、燃料等の不足、初動態

勢における人的支援など、大規模な複合災害

に対する対応の難しさを痛感したところであ

ります。

現在、国において、今回の災害対応におけ

る検証と、それから検証結果を踏まえた防災

基本計画の改定、原子力災害対策特別措置法

の改正など、関係する各種制度の見直し作業

等を行っているところであります。

議員さん御質問のうち、原子力オフサイト

センター機能を持つ総合防災センターに関す

る要望内容についてでありますが、当市は、

議員おっしゃるように、空路、鉄路あるいは
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陸路など、災害時における首都圏等へのアク

セス手段が複数確保されていることや、航空

自衛隊や、あるいは米軍などの機動力を持っ

た組織が常駐しているなど、災害時における

支援拠点としての良好な条件が備わっている

ことから、県南及び下北地域における国の災

害対応の拠点となる施設として、原子力オフ

サイトセンター機能を有する総合防災セン

ターを建設するよう要望しているものでござ

います。

施設や機能といたしましては、食料や燃

料、医療、資機材等の援助物資の備蓄といい

ますか、配送拠点となる機能、自衛隊、消

防、警察、医療チーム及び各種関係機関等の

専門スタッフの活動拠点となる機能、あるい

は気象情報や放射能の測定結果等を入手でき

る機能、国、県の災害対策本部や関係機関等

と情報を共有できる高度情報通信機能などを

備えた施設を想定しているわけであります。

これまでの活動といたしましては、昨年６

月に開催されました青森県市長会主催の青森

県関係国会議員に対する要望、昨年７月には

青森県に対する重点要望事項、さらには昨年

１０月及び本年５月に行われました東北市長

会総会への提言、本年５月に開催されました

青森県市町村長会議における青森県知事への

提言などで、当該施設の国による整備につい

て要望をいたしたわけであります。

施設の設置に向けた今後の活動であります

けれども、災害規模の想定や指示権限に関す

る決定等、国が時間を要しておりまして、関

係法令の見直し作業や、あるいは防災等に関

する組織の再編などが、現在も決定していな

い状況であります。

したがいまして、期限を示す形で答弁申し

上げたいところでありますけれども、当市と

いたしましては、これからの進捗状況や国、

県の動向を見きわめながら、機会をとらえて

要望あるいは提案等の活動を行ってまいりた

い、このように考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 行政問題につ

いてお答えいたします。

附属機関については、地方自治法第１３８

条の４第３項において、普通地方公共団体

は、法律または条例の定めるところにより、

設置できると規定されております。

近年は、行政の複雑、高度化に対応するた

め、要綱等に基づき、懇談会等の名称で、附

属機関とは異なる地方公共団体の長の私的諮

問機関として設置されるケースが多くなって

きておりますが、これらの懇談会等は、行政

上の意思形成の参考とするため、有識者等か

ら意見の収集や市民ニーズの把握等を行うこ

とを目的として設置されております。

当市では、三沢市総合計画審議会をはじ

め、４６の審議会、委員会等が設置されてお

り、各種諮問に応じて審議、調査を行い、答

申、意見等をいただいております。このう

ち、法律、条例により設置されているものが

３５、規則、要綱等により設置されているも

のが１１となっております。

今後につきましては、委員会等の事務を担

当する所管課と当該委員会で審議する内容や

運営方法等について精査・協議しながら、地

方自治法の趣旨に基づき、附属機関として条

例化すべきであるかどうかについて、改めて

個別に検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ８番。

○８番（太田博之君） それぞれ１点ずつ再

質問をさせていただきたいと思います。

まず先に、設置条例の件に関しまして、４

６の審議会、委員会があって、３５は条例で

設置が定められているけれども、残りの１１

に関しては規則、要綱になっているというこ

とでございますが、私は、調べていくと、本

来市民の方々が、先ほど一般質問の本文の中

でも言いましたけれども、いわゆるそこに、

市に対してどのような立場におって、その市

民が市に対しての提言がどれだけの効力を持

つものなのか。まさに私的諮問機関と附属機
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関との考え方、これは、やはり今こういった

時期にきちんと見直していかなければならな

い。

特に、報酬の問題等も、青森市議会は、基

本的には設置条例を否決しました。そして、

それまであった委員会が解散になりました。

しかし、メンバーを入れかえる際に、今まで

払った報酬に関しては、この委員会の設置条

例がないという指摘をしていた監査委員会

が、報酬の支払いはいいだろうということで

認めているところが若干矛盾しているところ

はあるのですが、そういった意味も含めて、

私は早急に、今、総務部長がお話ししたとお

り、精査をしていく。これはいつまで、きち

んと明確にしていくのか。

そして、私は、どっちかというと、諮問的

な部分は諮問的な部分でいいのですけれど

も、やはりきちんと設置条例を示して、権

限、そして役割を市民の人たちに自覚をして

もらって、そして市民が市に対して堂々と意

見、調査を述べる、そういった部分を確保す

るべきだというふうに思いますので、ぜひと

も早目にやるという中でやって、いついつま

でというところの御答弁をいただきたいと思

います。

もう１点、総合防災センターのことであり

ますが、市長会のいわゆる要望事項に取り上

げられたということは、県内１０市の市長

が、この三沢市にこういったものがあればい

いと認識をしたということなのだと思うので

す。数多い各１０市から出ている要望の中

を、その数多い中から、三沢市にはこれが必

要なのだということで当然なって、先ほど

言ったように、東北市長会、全国市長会、い

ろいろなところの部分にこれが上がっていく

のだろうと私自体は感じているのですけれど

も、また、答弁でそういうふうにありまし

た。

どこか、この事業に対して、三沢市が提案

しているにもかかわらず、先ほどの答弁を聞

くと、できたらいいな的な感じにしか思えな

いのですね。やはりこれは、こういった３・

１１が起きた以降、いろいろな形で我々の生

活、安全・安心を見る中にあって、これだけ

の防災センターを考えていくに当たっては、

何とかやっていくのだという思いが伝わって

こなければ、幾ら１０市市長の認めたそう

いった事業であっても、その当事者の三沢市

が、市長並びに議会が、この施設を絶対誘

致、持ってくるのだという思いが伝わらなけ

れば、なかなか難しいのかなと。

先ほど遠野市の話をしました。本田市長

は、総務省はもちろん、そのほかに各省、五

つの省、さらには自衛隊の、いわゆる駐屯地

の司令のところまで一緒に行って、ともに、

こういう構想を後押ししてくれということ

で、いろいろなところに要望、陳情に行って

いるわけです。

私は、先ほど言ったように、市が本当にこ

の施設を、何とか三沢基地も巻き込んだ形で

誘致するのであれば、その要望事項の内容自

体ももっと細かく、もっと多岐にわたって、

そしてまた、両輪となる議会の力もかりて、

いろいろな形で、やっぱりこれを攻めて獲得

していくというところが必要だと思うので

す。

ぜひとも市長には、この総合防災センター

の誘致、設置にかかわる決意を改めてお聞き

したいと思いますので、よろしくお願いいた

します。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たしたいと思います。

このセンターの必要性等については、その

とおりでございまして、強く私も感じている

わけでありますが、特に、議員おっしゃるよ

うに、遠野市の例をとってお話がございまし

た。要するに、何といいますか、その施設が

近過ぎると機能が果たせないと、そういうこ

とが今回のあれで実証されたわけでありま

す。

したがいまして、遠野市の例を見ても、私

ども三沢におきましては、まさにその条件が

備わっていると、これを再度強くしたわけで
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ありまして、したがって、その必要性等をか

んがみながら、おっしゃるようなことで、ぜ

ひ実現に向けて頑張りたいと、このように

思っております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 行政問題の再

質問にお答えいたします。

精査については、すぐ始めたいと思いま

す。その結果、設置条例、条例化が必要なも

の、そういうものについては、早ければ９月

議会、遅くとも年内には、１２月には提案申

し上げたいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、８番太田博

之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

去る３月４日に行われました三沢市議会議

員選挙におきまして、２期目を迎えることが

できましたことを、心より感謝申し上げま

す。ありがとうございます。

今期４年間、市民の負託にこたえるべく、

これまで同様、小さい声を大きく取り上げ

て、三沢市民の生活安定のため奮闘する所存

ですので、よろしくお願いいたします。

それでは、一般質問に入ります。

まず、第１の質問、基地問題について伺い

ます。

基地問題の１点目、基地外でのアメリカ男

性の変死事件における拳銃所持について質問

いたします。

去る４月２８日、三沢市内の基地外に当た

る外国人向けの住宅において、そこを自宅と

していたアメリカ男性が変死していたという

事件が起こりました。

新聞報道によりますと、アメリカ男性の遺

体の近くに拳銃があったことから、自殺した

可能性が高いということでした。なぜ、アメ

リカ空軍内で犯罪捜査を担当する空軍捜査官

が自殺に追い込まれたのか。

また、基地外における拳銃所持という問題

が浮き彫りになりました。基地外となれば、

日本国であり、無論、拳銃所持は銃刀法違反

になります。

そこで、改めて市民に対し、この事件にお

いての真相と、アメリカ男性の拳銃所持に対

する当市の見解を伺います。

次に、基地問題の２点目、ことし４月６日

にアメリカ南部の住宅街にあるアパートに墜

落事故を起こしたＦＡ－１８戦闘機について

伺います。

三沢市におきましては、通常の訓練のほ

か、デモフライト訓練、作戦即応態勢演習、

日米共同訓練が行われ、三沢市民は常に騒音

や墜落事故の不安の中、日常生活を余儀なく

されています。

先般、４月６日にＦＡ－１８戦闘機がアメ

リカ南部のバージニア州の住宅街にあるア

パートに墜落事故を起こしており、アパート

が炎上、大破するなど、約４０件が被害を受

ける事故が起きたとの報道がありました。

また、ＦＡ－１８は、２００８年にもアメ

リカ国内で墜落事故を起こしており、住宅３

棟を倒壊、炎上させ、子供を含む４人を死傷

させています。

昨年８月には、嘉手納飛行場に一時展開の

同機による飛行訓練中に、金属部品と固定具

を紛失するという事態も起こしております。

このＦＡ－１８戦闘機は、三沢市とは全く

かかわりのない戦闘機というわけではありま

せん。日米共同訓練や航空祭においては展示

され、また、米海軍ＦＡ－１８戦闘機による

硫黄島での空母艦載機着陸訓練の予備基地の

一つとして、三沢基地が指定されています。

硫黄島での訓練が天候不良などで実施できな

かった場合、夜間離着陸訓練が行われる可能

性はゼロではないということです。

このことも加味し、ＦＡ－１８戦闘機によ

る墜落事故の原因究明と同機の飛来差しとめ

を求めるべきと思いますが、当市の見解を伺

います。

次に、第２の質問、福祉問題の１点目、こ
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とし改定された介護保険制度の問題点につい

て伺います。

２０１１年６月に改正された介護保険法、

２０１２年４月から介護報酬の改定などによ

る介護保険制度の改悪が大変問題になってい

ます。その問題点として、四つの項目を挙

げ、提起したいと思います。

まず一つ目ですが、今回の改定では、これ

まで全額国費で負担してきた介護職員の処遇

改善交付金を廃止し、介護報酬に組み込まれ

ることになります。

これによって、事業所の経営が圧迫され、

働く人たちの賃金の引き下げにつながり、介

護職員の処遇悪化から、そうでなくても人手

不足と言われているのに、さらなる人手不足

を招くことが懸念されます。

処遇改善加算がされる場合、要件を満たし

た事業に加算しますが、報酬に組み込まれる

ことになり、利用者の負担が重くなります。

要するに、この改定により国の負担は軽減

されますが、地方自治体と事業所と利用者に

は、利用料、保険料の負担をかぶせるものと

なっています。

二つ目の問題点は、生活援助の縮小です。

在宅の高齢者に対する生活援助、ヘルパー

による掃除、買い物、洗濯、調理など、これ

らのサービスが縮小されます。これまで３０

分以上６０分未満２２９単位が、改定後、２

０分以上４５分未満１９０単位へ縮小され、

６０分以上２９１単位が、改定後には４５分

以上２３５単位となり、時間と報酬が削られ

ます。重点化、効率化の名のもとに、在宅高

齢者の命綱である生活援助を削ることにほか

なりません。

また、特養、老健施設などの施設利用者も

在宅へ移行させるため、養老、特養などの施

設介護の基本報酬を引き下げます。重度の人

が多いほど報酬がふえる仕組みとなっていま

す。老健施設は、在宅復帰やベッドの回転率

の高い施設を評価し、ベッド回転率の低い施

設と格差をつけることで退所を迫る仕組みと

なっています。医療が必要な人に対しても、

医療から介護への流れを強めることになりま

す。

また、医療の知識や経験が不十分な介護職

員に、たんの吸引をさせるなどの医療行為を

押しつけることや、グループホームや老健施

設などで、みとりをした場合、加算として評

価することで、病院追い出しを進めようとし

ています。

次に、三つ目の問題点ですが、今年度から

地域支援事業に新たに介護予防、日常生活支

援総合事業が創設されます。この総合事業

は、市町村の判断で要支援１、２の人を介護

給付から外し、市町村が行うサービスに移し

かえることができるものとなっています。

市町村が行う総合事業とは、施設や人員な

どについて、国による統一した基準はなく、

ヘルパーの訪問による調理や洗濯など、生活

援助をシルバー人材センターや民間業者の配

食や見回りに置きかえることも可能になって

います。この総合事業は、軽度者から介護

サービスを取り上げるものだという強い批判

が上がりました。

次に、四つ目の問題点ですが、２４時間対

応サービスとして新設された定期巡回・随時

対応型サービス。これは、短時間、複数回の

定期巡回と随時対応を行うという制度です。

報酬は、介護度、月単位の定額制となりま

す。２４時間何度でもと喧伝していますが、

定額の報酬を超えれば持ち出しとなるため、

事業所によるサービスの提供控えの懸念は払

拭できません。

また、２４時間対応ともなれば、夜中に勤

務する介護職員が必要ですが、その人材不足

は顕著であり、制度があっても働く人がいな

くては絵にかいたもちになりかねません。今

回の改定は、効率化・重点化の観点から、コ

ストの高い施設から住宅へ、医療から介護へ

の流れを一層強めています。

介護給付費を削減するために無理やり在宅

を進め、その一方で生活援助を縮小するやり

方は、介護難民を一層ふやすものになりま

す。国の公的負担を大幅に引き上げ、利用者
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の負担がふえないよう配慮しながら、報酬を

抜本的に改善することが必要ではないでしょ

うか。

そこで、お聞きします。今回の改定の問題

点について、当市としてどのような対応と解

決策をお考えなのか、伺います。

次に、介護保険制度の２点目、介護保険

料、施設利用、介護サービスに対する免除、

減免制度について伺います。

三沢市において、今期、残念ながら介護保

険料が引き上げされることに決まりました

が、他の自治体では、一般財源から繰り入れ

したり、保険料の段階をきめ細かく設定でき

るようにしたりと、引き上げないよう努力し

ています。

介護保険料は、年金額８０万円以下の

方々、無年金の方にも容赦なく保険料の負担

がのしかかります。介護保険料の基準額は、

世帯の中に市町村民税課税者がいるが、本人

が非課税の場合の第４段階が基準となってい

ます。最高の基準所得が２００万円以上の第

６段階でも、基準額の１.５倍の保険料で頭

打ちとなっています。要するに介護保険料

は、所得税、住民税、国保税に比べても、所

得の少ない人ほど負担割合が高くなるという

逆進性が強くなっており、低所得者には非常

に重い負担となっています。

そこで、伺います。介護保険料、施設利

用、介護サービスに対する免除、減免制度に

おける当市独自の実績と対応はどのように

なっているのか、伺います。

次に、最後の質問、公共交通政策について

伺います。

現在、三沢市では、十和田観光電鉄と提携

し、交通弱者の足の確保として、コミュニ

ティバス・みーばすを運行しています。市民

の方々からは、１００円バスとして親しまれ

ています。

しかしながら、路線図を見てもかなり複雑

になっており、高齢者の方々にとって大変わ

かりにくいものになっているようです。乗る

たびに、自分の行き先が、このバスはとまり

ますかと毎回運転手さんに確認しながら乗る

ようにしているというぐあいです。乗り間違

いもあると聞いています。

そうした中、このコミュニティバスが不便

だという声も出ています。春日台の一部の

方々や平畑地区、後久保地区の方々にとって

は、バス停が余りに遠くて、特に冬は大変だ

ということで、バスの利用をあきらめている

という声もあります。

北浜の方々は、路線バスとコミュニティバ

スの乗り継ぎをしなければならず、乗り継ぎ

による待ち時間の問題から利用しにくく、タ

クシーを使えば５,０００円近くかかり、と

うとう病院に行くことをあきらめたと言って

いる人もいるとお聞きしました。

特に、三沢市立病院が遠方になり、大変不

便を感じている高齢者の方々がいます。病院

へは、持病を抱えた方や体調が悪い方々が通

うわけですから、長時間かかるバスが不便で

は、利用者は減っていく一方です。特に、冬

は大変です。そのためか、家族の方の送迎が

多いようですが、仕事を持つ家族にとっては

負担がかかるわけです。

こういう状況から、最近では、利用の少な

いコミュニティバスにかえて、乗り合いタク

シーことデマンドタクシーの導入を進めてい

る自治体がふえつつあるとのことです。

ある雑誌の記事によりますと、山梨県甲州

市では、これまでの定時定路線運行だと、１

時間に１台走らせると３万円のコストがかか

る上に、お客さんがいなくても走らせなけれ

ばならない。

一方、病院に通うのにタクシーを使うと、

往復で５,０００円から６,０００円かかる

ケースもある。

病院に行けなくなると病状が悪化し、重症

になると医療費もかかり、国保財政に影響が

出る。さらに、郊外にスーパーができて、買

い物難民という状態も生じた。

実施に当たっては、９人乗りのワゴン車を

５台用意して、市内のタクシー会社に予約と

運行を委託した。ステップや手すりもつけ
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た。利用料金は１回３００円。６０歳以上

は、３,０００円の年間フリーパスが利用で

きる。月曜日から土曜日まで、午前８時から

午後７時まで運行している。予約は、利用日

や氏名を伝え、当日の１時間前まで可能。

実施後は、毎年１００件程度の予約があ

る。市役所に来て、涙を流しながら、ありが

たいと言われる方もいたとありました。

また、他の新聞記事によりますと、弘前市

では、相馬地区の一部と弘南バスの五所局前

バス停の間を結ぶデマンドタクシーの実証運

行を始めたとありました。市のハイヤー協会

に業務委託し、大人片道３００円から５００

円で、１日８便が走る。前日午後５時までの

予約が必要で、乗りおりは自宅前でできる。

相馬地区は、山間部に３,７００人が住む

が、利用者が１便数人にとどまる便もあり、

空バスが走っているという声もあった。企画

課は、利用が少ないところをデマンド化し

て、運行効率をアップしたいと話すとありま

した。

むつ市では、路線バスが撤退した薬研地区

と大畑地区を結ぶ区間でデマンドタクシーを

運行している。１日７便あり、予約は、乗り

たい便の１時間前まで受け付けている。

名古屋大学の加藤博和准教授は、需要が乏

しい地区では、デマンド化するのは適材適所

という点では自然な流れだ。ただ、住民の需

要にあわせて、気軽な予約方法やルートを柔

軟に決めることが大切。走らせれば乗るとい

うものではないと指摘し、その上で、公共交

通を考えるのは、地域でどんな暮らしをした

いかを考えること。より使いやすい足になる

よう、需要を分析して工夫することで、利用

をふやすこともできると話しているとありま

した。

デマンド化にもさまざまな課題はあります

が、住民のより使いやすい足としては、今

後、導入の検討も視野に入れてみてはいかが

でしょうか。

また、スクールバスの間合いで、乗り合い

サービスを提供するなどの工夫をしている自

治体もあるということです。

このことも含めて、予約型のデマンドタク

シーの導入を当市として検討してはどうで

しょうか。当市の見解を伺います。

以上をもちまして、壇上からの一般質問を

終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの４番奥本

菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さん御質問の基地問題のうち、ＦＡ－１８戦

闘機による訓練については私から、その他に

つきましては副市長及び担当部長からお答え

をさせますので、御了承願います。

三沢基地におけるＦＡ－１８戦闘機による

訓練は、ＮＬＰや米軍再編に伴う訓練移転等

が挙げられます。三沢基地におけるＮＬＰ

は、平成１２年９月に実施して以来、ほぼ毎

年、硫黄島の予備基地に指定されるものの、

実際に訓練は行われていない状況にありま

す。

当市では、三沢基地におけるＮＬＰの実施

については、御案内のように、絶対反対の立

場であり、予備基地に指定される都度、駐日

米国大使をはじめ、在日米軍司令官、在日米

海軍司令官及び国の関係機関等に対し、中止

要請を行っております。

また、平成１９年度から実施されておりま

す米軍再編に伴う訓練移転により、これまで

に３回、岩国基地所属のＦＡ－１８戦闘機が

三沢基地に飛来し、飛行訓練を行っておりま

す。

この訓練移転につきましては、米軍再編に

伴う沖縄の負担軽減という国の施策に対し、

協力するという観点から受け入れをしている

わけでありますが、訓練通告のたびに、在日

米軍司令官、米軍三沢基地司令官及び国の関

係機関等に対し、安全飛行に十分留意すると

ともに、整備・点検には万全を期し、絶対に

事故のないようにすること、市街地上空及び

早朝、夜間の訓練は行わないこと、航空騒音
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の縮減に努めることなどを要請しているわけ

であります。

先日、アメリカ南部において、議員おっ

しゃるように、ＦＡ－１８戦闘機が墜落事故

を起こしたことから、原因究明と原因が判明

するまでの飛行中止を申し入れるべきとの御

意見でありますが、ＦＡ－１８戦闘機が所属

する岩国基地所在の自治体におきましても、

事故原因の公表と安全対策の徹底を要請した

ところであります。

当市といたしましては、今後も三沢基地に

おける訓練移転につきましては、通告の都

度、関係機関に対し、整備・点検の徹底な

ど、事故防止に努めるよう要請してまいりた

いと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 基地問題の第１点

目についてお答えをいたします。

まず、本事件の詳細につきましては、去る

５月２８日午後４時５分ころ、三沢市内の自

宅居間で死亡している三沢基地所属米兵を同

僚が発見し、同人の傍らから拳銃１丁が見つ

かったというものでございます。

この米兵は、米軍三沢基地のＯＳＩ・空軍

特別捜査事務所に所属している特別捜査官で

あり、翌２９日の弘前大学病院における司法

解剖の結果、死因は心肺大動脈損傷を伴う胸

部銃創による失血並びに血気胸とのことであ

り、現時点では、本件に事件性があるかどう

かはまだ判明をしておりません。

また、拳銃所持につきましては、米軍の発

表によりますと、日米地位協定及び在日米軍

指針等にのっとり、空軍特別捜査事務所の捜

査官は、休暇中を除き、常時任務につくこと

から、在日米軍関係者がかかわる事件に即時

かつ安全に対応するため、武器を携行及び自

宅で保管する権限を持っているとのことでご

ざいます。

この権限を持つ米軍関係者はごく一部に限

られ、また、自宅における銃器の取り扱い及

び保管については訓練が行われているとのこ

とであります。

御質問の基地外での銃の携行を認めている

日米地位協定に対し、三沢市はどのように考

えているかにつきましては、日本国とアメリ

カ合衆国との間で締結された国家間の条約で

ありますことから、御意見を申し上げる立場

にはないと考えますので、御理解を賜りたい

と思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 交通政策

についての御質問にお答えいたします。

人口減少や少子化、自家用車の普及などに

より、路線バスの利用者が年々減少し、公共

交通の確保、維持が大きな課題となる中で、

当市においては、市立三沢病院の移転に伴う

交通アクセスの確保、青い森鉄道に移管され

た三沢駅における鉄道とバスとの交通結節機

能の改善、中心市街地活性化への対応など、

まちづくりと一体となった公共交通の活性化

と再生の取り組みが求められてきたところで

ございます。

このため当市では、三沢市地域公共交通会

議における協議を経て、平成２２年３月に三

沢市地域公共交通総合連携計画を策定し、同

年１１月から平成２４年３月までの１年５カ

月間にわたり、市内バス路線網の再編を伴う

コミュニティバスの実証運行を実施したとこ

ろでございます。

コミュニティバスの実証運行に当たりまし

ては、通院、通勤・通学、買い物などの利用

者の多様なニーズに対応しながら、限られた

資源のもと、効率的かつ効果的な公共交通体

系の構築を図るべく、路線バス等の利用実態

調査や利用者等へのアンケート調査を重ねな

がら、延べ４回にわたるダイヤ改正を経て、

本年４月１日から本格運行へと移行したとこ

ろでございます。

実証運行期間中の利用状況でありますが、

平成２３年４月から９月までの２期実証運行

では５万５,０００人、同年１０月から平成

２４年３月までの３期実証運行期間では６万
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４,０００人の方々が利用されており、徐々

に定着しつつあるものと考えております。

一方で、一部の利用者や地域の方々から

は、特に運行本数や運行ルートの面で、まだ

まだ不十分であるとの御意見があることにつ

いても十分承知してございます。

このため当市といたしましては、コミュニ

ティバスの一層の利用促進を図るとともに、

三沢市地域公共交通総合連携計画の計画期間

の最終年度である本年度において、昨年度に

引き続き利用状況等の調査を実施し、これま

での成果と課題の検証を行うこととしており

ます。

議員さん御質問のデマンド型乗り合いタク

シーにつきましては、路線バスの廃止に伴う

代替交通手段として導入する場合、交通空白

地帯の解消策として導入する場合など、対象

地域の需要や地理的条件などに応じた導入方

法があり、路線バス、乗り合いタクシー、そ

れぞれのメリット、デメリットの検討が地域

ごとに行われることが必要でございます。

このことから、本年度実施する調査結果に

基づき、コミュニティバスに係るこれまでの

取り組みの検証作業の中で、その必要性を検

討してまいりたいと考えております。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 平成２４年

度介護保険制度の改正につきましてお答えい

たします。

今回の改正は、高齢者が要介護状態となっ

ても、できる限り住みなれた地域で尊厳を

持って在宅を基本とした生活の継続を目指

す、地域包括ケアの構築を目的としたもので

ございます。医療、介護、住まい、生活支援

のサービスを切れ目なく提供することの実現

に向けた取り組みを進めるものとなっており

ます。

その中におきまして、介護職員処遇改善特

例交付金の終了につきましては、これまで交

付金により講じてきた処遇改善と同等の取り

組みを、介護報酬の中で処遇改善加算として

創設し、反映しておりますので、引き続き、

介護職員の安定的な人材確保ができるものと

考えております。

次に、ヘルパー派遣時間の縮小につきまし

ては、サービスの時間区分の見直しがなされ

ましたが、これまでどおりの利用者のニーズ

に合わせた適切なケアプランを作成すること

によりまして、効果的なサービスが行えるも

のと考えておりますので、今後におきまして

もサービス提供事業者等と情報を交換し、共

有を図ってまいりたいと考えております。

次に、介護予防日常生活支援総合事業につ

きましては、介護予防日常生活支援のための

サービスを総合的に実施する制度となってお

りますが、事業の導入につきましては、市町

村の判断となっております。

当市では、これまでどおり予防給付等によ

り、利用者のニーズを十分に配慮したサービ

スの提供を継続してまいりたいと考えており

ます。

次に、２４時間対応の定額制訪問サービス

につきましては、要介護者の在宅生活を支え

るため、日中、夜間を通じて訪問介護と訪問

看護が連携し、定期巡回訪問と随時訪問の対

応を行うサービスとなっておりますが、現

在、当市におきましては、参入希望の事業者

はございません。

今回の改正で創設されました総合事業並び

に２４時間対応サービスにつきましては、平

成２４年度は県内で導入を予定している自治

体はなく、当市といたしましても、今後の実

情等を踏まえながら、検討してまいりたいと

考えております。

御質問の２点目でございます介護保険料、

介護サービスに対し、免除、減免を行った実

績並びに三沢市独自の対応策につきましてお

答え申し上げます。

介護保険制度は、介護保険法第１４２条で

減免が認められております。

三沢市では、御承知のとおり、三沢市介護

保険条例第９条に基づき、減免を行っており

ますが、その実績は、平成２３年度におきま

しては５２件、２１４万３,６００円とな
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り、減免理由は、震災によるものとなってお

ります。

また、介護サービスにつきましては、社会

福祉法人が運営する施設利用者で生活困窮者

に対しまして、市に申請し、利用者負担を４

分の１負担とする厚生労働省通知に基づく利

用者負担軽減制度がございます。実績としま

しては、平成２３年度におきましては２施

設、６人、６５万４,６８３円となっており

ます。

また、対応策といたしましては、介護保険

料率の設定の際、低所得者へ配慮した６段階

方式の設定としております。

介護保険制度は、国民の皆様で保険料を出

し合い、社会全体で支え合う仕組みとなって

おりますので、御理解を賜りたいと思いま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再質問

をさせていただきます。３点ほど。

まず、第１点目、基地問題ですが、アメリ

カ男性の拳銃所持ということなのですけれど

も、その男性の身分は空軍捜査官ということ

なのですけれども、これは地位協定とのかか

わりのない人ではないのかなというふうな疑

念もあります。地位協定に基づいて、基地外

でも武器を携帯することを認められていたと

いうことには、本当に大変疑念を持たざるを

得ない。

基地外となれば、日本国内ですから、そこ

に住むアメリカ人は、日本の警察によって事

件、事故のいろいろ捜査といいますか、例え

ば、仮に米兵が基地外で事件を起こしても、

空軍捜査官ではなく、日本の警察が取り締ま

るべきであり、それは銃を自由に所持でき

る、公務中であればできるというのは、それ

は越権行為というか、ちょっと物騒だなとい

う。

そういう方が、拳銃を持ってうろうろされ

ている方が何人いるのかもわからないです

し、日本国内においては、どういうアメリカ

の身分があっても、日本国内においては、た

だの外国人にすぎません。ですから、その人

たちが事件、事故を起こせば、日本の警察に

よってしっかりと捜査をし、そして、日本国

内の法に基づいて処罰されるというのが、私

は当たり前のことだと思います。

先ほども日米地位協定の問題で、問題ない

というような発言もございましたけれども、

私は、日米地位協定の見直しをしっかりする

ことによって、また、犯罪の抑止にもなると

思います。

再度お聞きしますけれども、日米地位協定

の見直しは必要だと思いますが、その点につ

いて、再度お答えをお願いします。

次に、介護保険制度についての再質問で

す。

先ほどもいろいろ介護保険制度がすごく改

悪されて、現場では大変困っています。国の

ほうで、確かにヘルパーさんの生活援助縮小

というのは、国のほうで、今までどおりやり

なさいという厚労省の通達を各事業所とかに

はしているらしいのですけれども、でも、や

りたくてもできないというのが事業所の、要

は、ボランティアでやっているわけではな

く、介護職員に給料を払わなければならな

い、施設も運営しなければならないという中

で、事業所にボランティアでやれというの

は、そう言われても、やりたくてもできない

という、そういう声もあります。

そしてまた、私は、ヘルパーさんの生活援

助を受けているという高齢者の方のお話を伺

いましたところ、その方は、最近の認定で、

これまで要介護２だったのが、いきなり要支

援２になって、ヘルパーのサービスが９０分

から６０分に短縮になった。本人は麻痺があ

りまして、歩けない状態です。体の状況は全

く変わらないのに、なぜ介護度が軽くなった

のかよくわからないと。そして、以前は買い

物を頼んで、掃除をしてもらったりしていた

のだけれども、今、６０分になったので、買

い物をして終わると。そういうふうなことを

言って、戸惑っておりました。
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ある事業所の方は、こういうふうに介護の

制度が悪くなっていって、これからどんどん

介護難民がふえていくのではないでしょうか

と、こういう懸念の声もありました。

私は、こういう現状を、しっかりと現場を

把握して、そして国に対して、厚労省に対し

てしっかりと改善を求めていくべきだと思い

ますが、そのことについてお答えいただきた

いと思います。

そしてもう１点、介護保険料のほうの減免

のほうなのですが、国は、大変今もめており

ますが、何でも削ろうとしています。この減

免制度に対しても、厚生労働省は、自治体に

対し、不適切とする、いわゆる三原則という

のを提示しています。

これは、まず、やってはいけないという提

示ですね。保険料の全額免除をしてはいけな

い。収入のみに着目した一律の減免をしては

いけない。保険料減免分に対する一般財源の

繰り入れをしてはいけない。この三原則とい

うのを遵守している自治体もあるのですが、

しかし、これは国会でも、法律上の義務とい

うものではないということが明らかになりま

して、平成２４年１月２５日の厚生労働省の

介護保険最新情報、これによると、三原則を

乗り越えて減免する自治体も４７自治体に

上っているとあります。

そこで、三沢市も今後、独自の対策とし

て、一般会計からの繰り入れ、介護難民を出

さないように、とにかく負担を軽減するのだ

というような、住民自治の立場で、住民福祉

の向上のために頑張るという意気込みはある

のか。そしてまた、国に対し、介護保険の国

庫負担割合の引き上げを求めるべきだと思い

ますけれども、それについて見解をお願いし

ます。

最後に、デマンドバスです。

これは、済みません、私、乗ってみまし

た。デマンドバス、コミュニティバス、たく

さん乗っていますよと言われたので、どんな

に乗っているか。２８人乗りのコミュニティ

バスなのですが、まず、病院に困っている方

が多いので、病院から許可をいただきまし

て、市立病院のバス停で１１時から２時３５

分まで調査をさせていただきました。そこ

で、市立病院で乗った方は、ほとんど空バス

状態で来て、１人乗る、あとは多くて５人、

ほとんどが２人、１人の状態で走っていきま

した。病院はそういう状況でした。

そして、ビードルドームから乗ってみまし

た。一周ぐるっと。そして、それから駅の東

口駅前のところからもチェックをしました。

そうすると、大体４人。私が一周ぐるっと

回ったときには、私１人だけでした。１時

間、たった１人で、ほとんど運転手さんとド

ライブ状態のような、そういうような形で、

これは私１人しか乗っていないと思って、よ

うやく郵便局の前でたった１人お乗りになっ

た方がいます。

これはちょっと、たくさん乗っているとい

うふうに聞いていたものですから、ちょっと

私もびっくりしたのですけれども。

それでまた、駅の東口も４人です。多くて

大体８人。

それで私、市立病院の待っている方に聞い

たのです。どのぐらいいつも乗っていらっ

しゃるのですかと。朝早く来た高齢者方は、

２人で乗ってきたと。また違う方は、いっぱ

い乗っているときもあると言ったのですね。

いっぱい乗ったときって何人ですかと聞いた

ら、大体１０人ぐらいから十五、六人という

話で。

これも、高齢者の皆さんは、コミュニティ

バスを１００円で利用できるというのをすご

く喜んでいて、本当にありがたいと言ってお

りました。

ですから、そういうこともあわせ、今聞い

ている利用者の数と、私が実際に乗ってみた

感じとは余りにも開きがあるので、この辺も

しっかりと調査していただいて、今後、検討

課題というふうに、先ほども検討するような

お話をちらっと聞いたのですが、間違いない

でしょうか。これも検討課題に入れていただ

けるのでしょうか。そのことを最後の質問に
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します。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 基地問題のうち、

日米地位協定の見直しを求める考えはあるの

かないのかということについての再質問にお

答えいたします。

当市は、基地との共存共栄を標榜してお

り、これまで築いてきた米軍基地との関係を

より充実させることによって、基地に起因す

る諸問題に対し柔軟に対応することが合理的

かつ現実的と考えているところでございま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） バス路線

のデマンドタクシーの再質問にお答えしま

す。

利用者の調査をしっかりやるのかというこ

とですが、公共交通会議の基礎資料となりま

すので……。（発言する者あり）

デマンドタクシーですか。デマンドタク

シーにつきましては、三沢市地域公共交通総

合連携計画、これは２２年３月に策定いたし

まして、市のホームページでもアップしてご

ざいます。

その中で、基本理念といたしまして、ネッ

トワークの構築、それと、使いやすさ、持続

可能かどうか、この３点を基本理念として、

コミュニティバスのいろいろなことをやって

いくということでございますが、デマンドバ

スについても検討するということがうたわれ

てございます。今後とも視野に入れながら検

討することになると思います。

○議長（舩見亮悦君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問、介

護保険につきまして、２点あったと思いま

す。

まず、１点目でございますけれども、ヘル

パー派遣時間の短縮につきまして、実はヘル

パーの主な生活援助サービスとしまして、議

員さんも御存じだと思いますけれども、掃

除、洗濯、食事の準備が主なサービスとなっ

ております。今回の改正につきましては、こ

の組み合わせを調査した結果の今回の改正

だったのではないかと考えられます。

市といたしましては、実は保健・医療・福

祉関係者が、専門家が集まりました三沢市ケ

アマネジメント会議というのが月１回開かれ

ておりますので、この場で広く皆さんの御意

見を聞きながら、実態の調査を図っていきた

いと思っております。

２点目でございます今後の減免対応につき

ましてですけれども、これにつきましても、

他の自治体の動向、また、国、県の動きを十

分注意深く見守りながら、利用者の声、意見

を十分拝聴しながら、今後とも適切な介護保

険制度の運用に努めてまいりたいと考えてお

ります。

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、４番奥本菜

保巳議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午後 ０時０２分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（堀 光雄君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。

通告の順に従い質問してまいります。

はじめに、福祉問題の１点目、福祉避難所

の開設についてお伺いします。

福祉避難所は、地震や豪雨、津波など大き

な災害が起こったときに、介護の必要な高齢

者や障害者、妊産婦、乳幼児、病人のうち、

特別な配慮を必要とする人たちを一時受け入

れてケアする施設であり、建物はバリアフ

リー化され、障害者トイレや介護用品などを

備え、小学校等通常の避難所での生活が困難
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な人たちのための避難所です。

阪神大震災が起きた１９９５年以降、避難

生活で体調を崩すなどして亡くなる震災関連

死が相次いだことを受け、１９９６年に国が

災害救助法を見直す中で位置づけられていま

す。

２００５年には、内閣府から、災害時要援

護者の避難支援ガイドラインが出され、ま

た、２００８年に厚生労働省から、福祉避難

所設置運営に関するガイドラインが出された

ことから、自治体と福祉施設の間で福祉協定

を結ぶところがふえてきています。

高齢者や障害者にとって、一般の避難所で

の生活は想像以上に過酷と言われ、特に、障

害者は集団生活が難しく、避難所を転々とす

るケースもあり、避難所以外の場所にいる場

合は物資や情報も入りにくく、避難所では行

われるような医師による見回りなどもありま

せん。

高齢化やひとり暮らし世帯の増加などで、

災害弱者は今後ますますふえていくことを考

え合わせると、いつ襲ってくるかわからない

災害に対し、平時からのきめ細かな対策が必

要です。

そこで、本市において、災害発生時、福祉

避難所はどのように開設されるのか、お伺い

します。

次に、２点目、障害者の自立支援について

お伺いします。

障害者の就労は、非常にハードルが高い一

般企業での就労か、授産施設等で作業をする

福祉的就労の二つしか選択肢がなく、働いて

自立して生活したいと願う多くの障害者の行

き場が極めて少ないのが現状です。

厚生労働省の統計を見ても、全国の１５歳

から６４歳の障害者のうち、一般就労してい

る人は３１.７％、福祉的就労の利用者は８.

３％で、実に５７％の障害者が非就労となっ

ており、就労を希望しているのに働く場がな

い障害者は、全国では５７万人と言われてい

ます。

このような厳しい背景を踏まえ、障害が

あっても働いて、地域の中で自立した生活を

送りたいという障害者の当たり前の願いを実

現するために、一般就労と福祉的就労の中間

的な就労の場、第３の働き方として、大阪箕

面市の社会的雇用が生まれました。

箕面市の社会的雇用は、市が障害者の賃金

補てんと、支援者、設備への助成をすること

で、障害者の働く場を確保し、経済的自立が

可能な最低賃金を保障していくものです。

一方、補助を受ける事業所は、重度の障害

がある人も能力や適性に応じて働けるよう、

職種開拓や職域拡大を行い、障害者の経営参

画を図るもので、全国に先駆けて、１９８６

年から２０年以上にわたって続いている独自

の制度です。

制度誕生の発端となった豊能障害者労働セ

ンターでは、粉石けんの袋詰めと販売を行う

活動から始め、その後、リサイクル店や飲食

店などを開業し、さらには、Ｔシャツやカレ

ンダーの通信販売、視覚障害者向けの点訳を

行うなどの業務を拡大しており、保護、訓

練、指導するという従来の福祉の考えではな

く、最初からできるようになることを目的と

せず、本人の能力の発揮に合わせて仕事を提

供しています。設立３０周年を迎える今で

は、障害者３７人を含む６１人が働き、年間

売り上げは１億円近くになっているそうで

す。

箕面市の試算によると、非就労でいるより

も、社会的雇用で働いたほうが、障害者に係

る社会的コストが削減できるとのことであ

り、何よりも障害者が働く場を持ち、援助者

や市民に支えられて仕事を経験し、多くの

人々とつながることは障害者の生きる力にな

るものと思います。

私はこれまで、障害を持つ我が子の将来を

案じ、親の自分が亡くなったら子供はどう

やって生きていくのだろうかとの悲痛な思い

に耳を傾けてまいりました。

箕面市の取り組みは、全国のモデルの一つ

ですが、どこにも行くところがない、当たり

前に行きたいとの思いに沿って、本市におい
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ても積極的な障害者への就労支援策を検討し

ていただきたく、その取り組みについてお伺

いします。

次に、３点目、足こぎ車いすの周知と介護

保険認定についてお伺いします。

足こぎ車いすは、脳卒中の後遺症で半身が

麻痺した方や、腰痛、ひざ関節痛などで歩行

困難な方でも、自分の両足でペダルをこぎ、

自由に走り回ることができます。座ってこぐ

ことにより、下肢にかかる負担が軽減される

ため、転倒のリスクがある方や、歩行時に疼

痛がある方でも安心してリハビリが行えるも

のです。

長距離を負荷なく移動できる足こぎ車いす

は、患者の行動範囲を拡大させる可能性を秘

めています。同時に、足でこぐことによっ

て、知らず知らずのうちに歩行運動中枢を刺

激し、リハビリの効果を得ることができま

す。

広いスーパーマーケットや温泉センターな

どを足こぎ車いすで移動することが可能に

なったら、そんなことを想像すると、この機

器は単なるリハビリ用車いすという用途を超

えた成果を生み出すことができると期待され

ます。

半身麻痺になっても、自分の意思で好きな

場所で好きなものを買える。生活の質の本当

の意味での向上は、こうした機器を有効に活

用することでも得られることになります。

足こぎ車いすを１カ月間利用した方のアン

ケート調査を行った結果によりますと、病室

から外に出る気力が生まれたという答えが多

かったそうですが、部屋を出れば、行き交い

が生まれ、他の人とのコミュニケーション、

交流が盛んになり、外に出る気力は、やがて

桜の花を見に行こうという思いにまで膨らむ

ものだと聞きました。このように、足こぎ車

いすは人の気持ちを動かすものとなっていま

す。

足こぎ車いすの利用については、介護保険

制度の福祉用具貸与で、１カ月のリース代は

およそ１万５,０００円前後かかるところ、

利用者は１割負担で借りることができます。

テレビ番組で、寝たきりを覚悟した男性が

足こぎ車いすに出会い、社会復帰するまでに

なった様子を目の当たりにし、感銘を受けま

した。

本市においても、身体機能の回復に効果が

見込まれる足こぎ車いすの周知とともに、利

用についての取り組みをお願いしたく、お伺

いします。

続いて、教育問題の１点目、通学路の安全

点検についてお伺いします。

４月２３日、京都府亀岡市で、軽自動車が

集団登校中の児童と保護者の列に突入し、３

人が死亡、７人が重軽傷という痛ましい事故

が発生しました。

さらに、その４日後、千葉県館山市と愛知

県岡崎市、５月７日にも愛知県小牧市、１４

日には大阪市で、登下校時の児童が死傷する

事故が立て続けに発生しています。

警察庁の統計によれば、登下校中の交通事

故で死傷した全国の児童数は、昨年１年間で

２,４８５人に上ります。

惨事を回避するためには、通学路に危険、

盲点はないか点検し、より一層安全対策を強

化しなければなりません。

４月２７日、学校が保護者や地域住民、関

係機関と協力して、通学路の定期点検を行う

学校安全推進計画閣議決定に伴い、各地域の

学校、警察、道路管理者等に対し、通学路の

安全点検や安全確保に努めることを要請する

文部科学大臣のメッセージが発出されまし

た。

そして、その後の状況を踏まえて、通学路

における交通安全を一層確実に確保すること

が重要であることから、文部科学省、国土交

通省及び警察庁の３省庁が連携して対応策を

検討し、通学路における緊急合同点検等実施

要領が作成され、この実施要領に沿って、関

係機関の連携による通学路の安全点検及び安

全対策を講じていただくよう依頼していま

す。

そこで、本市においては、緊急合同点検は
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どのように実施されるのでしょうか。また、

点検の結果を受け、その対策はどのように

行っていくのでしょうか。以上の２点につい

てお伺いします。

最後に、節電教育の推進についてお伺いし

ます。

ことしもクールビズの季節がやってきまし

た。２００５年夏、地球温暖化が叫ばれる

中、企業の事務室などの冷房温度を２８度に

し、温室効果ガスの削減を図ろうと始まった

クールビズの取り組み、ことしは、昨年同

様、官公庁や多くの企業が既に導入し、５月

から１０月などと実施期間を拡大させていま

す。

東日本大震災により、電力の供給力が減少

していることを踏まえ、昨年、政府は、国民

へ積極的な啓発活動を行い、節電に取り組む

動きを国民運動として盛り上げていくよう、

節電教育等を通じ、家庭の取り組みを促進す

ることとしました。

このため、経済産業省では、小中学校の授

業や、夏休みの課題で節電が取り上げられる

よう、家庭での節電の必要性や具体的な取り

組みなどを紹介した、こども節電学習テキス

トを作成しました。

学習テキストは、小学校低学年、中学年、

高学年用、そして中学生用に作成され、節電

授業の進め方や指導方法をおさめた教師用解

説書も用意されております。さらに、授業で

勉強したことを生かして、家族みんなで節電

に取り組むことが大事であることから、夏休

み節電チャレンジシートを使って、実際に家

族で節電にチャレンジしてみましょうと呼び

かけています。

新聞紙上のテーマ発言のコーナーでは、各

家庭において、節電に創意工夫を凝らしてい

る取り組みが目を引きます。その内容は、意

外に電気使用量がかさむ原因となる電化製品

の待機電力の対策に節電タップを使用。お茶

などを冷やしたら家族分の保冷水筒に分け入

れ、冷蔵庫の開閉を減らす。５本の蛍光灯を

３本に減らし、お湯を２４時間保温して、い

つでも飲めるようにしたのをやめて、沸かし

た後は保温ポットに入れかえるようにした。

トイレの便座は保温をやめるなど、節電に取

り組んで、電気使用量を大幅に削減できた様

子が紹介されています。

このように、家庭の実情に合わせて、節電

の習慣を身につけていくことがいかに大切で

あるかを再確認し、実践していきたいもので

す。

子供たちは、間もなく夏休みに入り、家庭

で過ごす時間が多くなります。節電教育を受

け、家庭で節電に取り組む絶好の機会となる

よう願い、本市の取り組みをお伺いいたしま

す。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１０番

春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さん御質問の福祉問題のうち、障害者自立支

援制度については私から、その他につきまし

ては健康福祉部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。

障害者の就労意欲は年々高まっておりまし

て、障害者は職業を通じまして、誇りを持っ

て自立した生活を送ることや、その能力と適

性に応じた雇用の場につくなど、障害のある

人が障害のない人と同様に、地域で自立した

生活を送ることができる社会の構築がますま

す求められております。

御質問の社会的雇用につきましては、国で

はまだ、お話のように制度化はしておりませ

んが、障害者を雇用する事業所に対し、公的

補助で障害者の賃金を補てんする仕組みによ

りまして、一般就労には至らないものの、働

きたい思いを持った障害者が、重度の障害が

あっても、みずからの能力、適性に合わせて

働くことができ、自立して生活することが可

能な賃金を受け取ることができる仕組みであ

ります。
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現在では、お話のように滋賀県や大阪府箕

面市で実施されており、中でも箕面市では、

この事業を制度化するよう国に対し提案を

し、さらに、制度の検証のために、モデル事

業の指定実施をあわせて要望しているところ

であります。

このような中、当市における障害者の就労

支援に関しましては、障害者自立支援法に基

づいた就労継続支援、就労移行支援を行って

いる市内４カ所の事業所で、約４０名の障害

者の方々が福祉的就労に従事をいたしており

ます。

また、職親制度の趣旨に賛同していただい

た市内の業者の御支援によりまして、現在、

４事業所に４名が就労いたしております。

さらに、三沢市公園緑化公社におきまし

て、障害者の方々に主に公園の整備業務を中

心とした就労をしていただいているところで

もあります。

議員さんの御質問の社会的雇用制度は、働

くことによりまして、経済的に自立を可能に

する仕組みでありますが、さまざまな課題が

考えられますことから、今後の国、県の動向

に注視するとともに、調査・研究を進めてま

いりたいと、このように考えておりますの

で、よろしくお願い申し上げたいと思いま

す。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 福祉問題の

１点目、福祉避難所の開設についてお答えい

たします。

大規模災害発生時には、避難勧告や避難指

示が発令され、指定避難所に多くの方々が避

難し、一定の期間、避難生活を送ることにな

ります。

国の示した福祉避難所設置運営に関するガ

イドラインでは、福祉避難所は、高齢者や障

害者、妊産婦、乳幼児、病弱者等、避難所生

活において何らかの特別な配慮を必要とする

方々を対象に開設されるものとなっておりま

す。

このことから、福祉避難所は、何らかの特

別な配慮を必要とする方、いわゆる要援護者

の状態に応じて適切な対応ができるよう、ス

ロープの設置や手すり、誘導装置の設置、障

害者用トイレの設置、段差の解消などのバリ

アフリーなどの設備や、介護や医療の相談等

を受けることのできる空間を確保することが

大変大切なことだと考えております。

このような体制の整った施設の指定が必要

となることから、介護や支援のための人員の

確保も大変必要となります。

そこで、災害時の避難所における要援護者

対策としまして、要援護者が安心して生活で

きる環境を提供するため、市町村において

は、地域の社会福祉施設等と協議の上、福祉

避難所を事前に指定しておくことが求められ

ているところでございますが、現在、県内で

は福祉避難所等を設置しているのは９市町と

なっております。

三沢市の状況でございますが、東日本大震

災の検証をもとに、福祉避難所につきまして

も盛り込む予定で地域防災計画の見直しを進

めており、急務の作業であります要援護者へ

の災害時支援体制整備に向けて、要援護者の

実態、開設条件、受け入れ施設の情報収集な

ど、健康福祉部中心の検討会を開催し、協議

を進めているところでございます。

今後は、防災担当との連携により、先進自

治体への視察、情報収集を計画しており、地

域防災計画に福祉避難所が盛り込まれる前の

段階でも、各施設との調整が図られますよう

に進めてまいりたいと考えております。

また、福祉避難所の周知につきましては、

現在の検討内容がまとまり、公表できる段階

となりましたら、市民の皆様に周知を図って

まいりたいと考えております。

続きまして、福祉問題の３点目、足こぎ車

いすについてお答え申し上げます。

車いす等の福祉用具は、体の不自由な方や

日常生活を営むことに支障のある高齢者の

方々におきましては、自立支援、生活支援及

び介護負担の軽減を図る上で必要不可欠な生
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活用具でございます。

御質問の足こぎ車いすは、先ほど議員さん

もお話のありましたように、脳卒中で半身が

麻痺した方や腰痛、ひざ関節痛などで歩行困

難な方でも、どちらかの足が少しでも動かせ

れば、自分の両足でペダルをこげる可能性が

あり、自分自身で自由に操作することができ

るものでございます。足の筋肉を使うほか、

姿勢バランスの訓練や空間認知の訓練など、

総合的なリハビリ訓練が行えるため、高いリ

ハビリ効果が期待されております。

足こぎ車いすは、介護保険適用の福祉用具

でありますので、要介護認定を受けた方が主

治医や介護サービス計画にて必要と認められ

れば、介護保険でのレンタル利用は可能と

なっております。現在、認知度も低く、まだ

一般的に手に入りにくい状況ではありますの

で、周知が必要と考えております。

また、関係機関への周知といたしまして

は、市内の福祉施設やケアマネジャーなどの

関係者が集まる三沢市ケアマネジメント会議

では、随時新製品等の情報共有を行い、今後

におきましても最新の情報収集に努め、要介

護者が在宅での生活を快適に営めるよう支援

を行ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の通学路

の安全点検についてお答えいたします。

通学路の交通安全の確保の徹底について

は、文部科学省より、本年６月１日付で各市

町村の教育委員会に対し、関係機関との連携

による通学路の安全点検及び安全対策を講ず

るよう依頼があったところです。

当教育委員会におきましても、各学校に対

し、通学路の安全点検を早急に実施するよう

既に依頼したところであります。

御質問の第１点目、通学路における緊急合

同点検の実施につきましては、はじめに、各

学校において、交通安全の観点から危険があ

ると認められる箇所を抽出し、抽出した危険

箇所の内容をもとに、学校として考える合同

点検の要否を教育委員会へ報告することとし

ております。

次に、教育委員会では、その報告をもと

に、学校、保護者、道路管理者及び地元警察

署による合同点検を実施し、協議の上、その

中から対策の必要な箇所を抽出することとし

ております。その実施期間については、平成

２４年８月までとしております。

御質問の第２点目、その対策についてお答

えいたします。

当教育委員会では、学校及び地域と相互に

連携し、保護者等の協力を得て抽出した対策

必要箇所について、道路管理者及び地元警察

署から技術的な助言も得て、その対策案の作

成を行います。その後、作成した対策案につ

いては、道路管理者及び地元警察署に対して

要望し、計画的な改善をお願いすることとし

ております。

また、その実施状況については、取りまと

めの上、文部科学省に報告することとなって

おります。

これまでも三沢市においては、毎年、市連

合ＰＴＡから、全小中学校区ごとに危険箇所

の指摘と改善の要望書をいただき、この要望

書をもとに、庁内の関係課で検討会を開催

し、道路設置者や警察署とも連絡・調整をし

て、危険箇所の解消に努めてきたところであ

ります。

また、各学校では、これまでも日常の登下

校指導、定期的な通学路の巡回・指導、危険

箇所等の状況把握、交通安全教室等を実施し

ております。

全国的に事故が集中いたしました４月以降

は、職員による緊急の学区内の安全点検や、

絵地図をもとにした学級活動の時間による安

全指導の徹底、参観日における安全指導の取

り組みの説明、生徒指導だよりによる保護者

への周知徹底などを図っております。

さらには、地域においても、学校安全ボラ

ンティア等による登下校時の見守り活動や、

交通安全運動などに取り組んでいただいてお

ります。
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今後におきましても、通学路の安全確保に

つきましては、スクールバス通学における停

留所の安全確認も含め、子供目線に立って、

学校、保護者、関係機関が連携し、児童・生

徒の安全確保に努めてまいります。

以上でございます。

次に、教育問題の節電教育の推進について

お答えいたします。

昨年は、東日本大震災の影響により、特に

夏の期間における電力不足への対応のため

に、市内各小中学校へ節電の取り組みをお願

いしてまいりました。

また、ことしの夏も全国的に電力不足が心

配されておりますが、文部科学省から、東北

電力管内全域において節電を呼びかけること

の通知がありました。

さて、市内各小中学校での取り組みの現状

ですが、昨年度から小学校においては、理科

や社会の授業で、光電池、風力発電、エコ活

動、省エネ活動についての学習や、夏季休業

中に、節電に関しての教材を活用し、各家庭

で実践していただいております。

また、中学校においても、理科や社会のほ

か、技術・家庭科で、自分でできるエコ活動

やエネルギー分野での節電指導をしておりま

す。

また、総合的な学習の時間に講師を招いて

講演会を実施し、各家庭での具体的な実践に

結びつけていただいております。

今後、教育委員会といたしましては、第１

に、各小中学校に対しては、これまで同様、

節電することの意識を強く持たせ、節電の大

切さを実践しながら、適切に節電を実施する

よう働きかけてまいります。

第２に、現在、それぞれの小中学校での授

業や総合的な学習時間などで実施している節

電教育を、環境教育との関連を図りながら、

学ぶだけではなく、学んだことをそれぞれの

家庭でも実践できるよう、家庭教育を推進す

る取り組みの一つとして啓発してまいりま

す。

議員さんの御指摘どおり、子供たちへの節

電教育によって、エコ活動の大切さや地球環

境への慈しみの心がけが自然な習慣として浸

透してくれば、それによってそれぞれの家庭

内においても波及し、大きな輪となって、社

会全体に理想的な効果が見えてくるものと期

待しており、引き続き指導してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 質問順に再質問さ

せていただきます。

最初に、福祉問題の福祉避難所の開設につ

いてでございますけれども、健康福祉部長よ

り、福祉避難所の開設については急務と認識

しているということでございましたけれど

も、三沢市としては、いつまでに策定をして

いこうというふうな計画は立てているのか、

お聞きしたいと思います。

あわせて、福祉避難所、全体的な避難所に

もかかわることでありますけれども、避難所

運営には、女性または女性職員を配置してい

ただきたいというふうに思っております。女

性ならではが必要であるという方が避難され

ている場合に、とても大切なことだと思いま

すので、女性または女性職員を配置すること

を事前に決めておいていただきたいと思うこ

とであります。

また、もう１点は、福祉避難所を先々、設

置運営に関するマニュアルが策定された後に

は、総合避難訓練等で、避難者を受け入れた

場合を想定した避難訓練を運用して、周知に

努めていただきたいと思いますけれども、こ

の点についてお答えいただきたいと思いま

す。

次に、障害者の自立支援についてでありま

すけれども、市長より、国、県の動向を見き

わめながらと、大体このような答弁がなされ

るのかと想定をしていたところでありました

けれども、調査・研究していきたい。これ

は、今現在、この悩みが始まっているわけで

はなくて、本当にこれまで多くの方の思いが

あるだということは、市としても認識してい
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るところではないかと思っております。

先ほど御紹介をさせていただきました箕面

市の取り組み以外にも、この４月から群馬県

の藤岡市でありますけれども、障害者の雇用

促進のために補助制度をスタートされており

ます。この制度は、国としては対象となる、

５６人未満のために障害者雇用促進法による

雇用義務がないという、雇用しない事業所

に、各障害者手帳を所持する市内在住の障害

者を雇用すれば、月額２万７,０００円を上

限として補助するという、こういう独自な取

り組みをしているところもあります。

やはり国の制度も必要でありますけれど

も、なかなか遅々として進まないという現状

から、現在、さまざまな補助制度をスタート

している自治体は、独自の政策を積極的に打

ち出しているということでありますので、ぜ

ひ三沢市ならではの支援策も考えていただき

たい。このことについてお答えをいただきた

いと思います。

次に、通学路の安全点検でありますけれど

も、通学路の安全点検につきましては、もう

既に２０年近くなりますけれども、公明党の

提唱で、１９９５年から通学路の安全総点検

運動が全国の小学校で本格的にスタートした

というのが発端となっております。このこと

によって、危険箇所の改善がなされ、児童だ

けでなく、学校関係者や地域住民からも、本

当に通学が安全になったと喜ばれていると言

います。

そのポイントは、子供の目の高さから見た

という、ここがポイントになっております。

大人目線ではなく、子供たちが日々通学をす

る通学路、子供の身長に合わせ、その目で確

かめてもらう、これが非常に大事ではないか

と思うのです。ぜひ、８月末までと国もこの

ように期間としては要望しておりますけれど

も、市としてもそれに準じた取り組みをなさ

れることでありますけれども、もし可能であ

れば、夏休みもありますので、子供たちの目

線、視点から見た通学路の安全点検もなされ

たらいかがでしょうかというふうに思いま

す。

また、あわせてドライバーの方には、歩行

者優先のマナーを徹底する取り組み、警察署

等のお力もおかりしながら、再度また、そう

いう取り組みもお願いをしたいと思います。

２点目の危険箇所改善のためにですけれど

も、これまで、４月になりますと各学校から

安全マップ、危険箇所の洗い出しをされたも

のが手元にいただいておりましたけれども、

例年同じ場所が載ってくるというような思い

もございました。ぜひ、こちらの危険箇所が

わかり、対策が必要であるということであれ

ば、何としても早急に対応しなければいけな

い。子供たちの命と安全を守るためには、何

をおいてもこちらを最優先していただきたい

という思いから、市としましても、予備費の

活用を含めた対応を検討していただきたいと

いうふうに思っております。

最後に、節電教育ですけれども、教育長か

ら、各学校におきまして、これまでさまざま

な取り組みをいただいているということはわ

かりました。

私は、先ほど紹介させていただきました経

済産業省からの節電テキストでありますけれ

ども、パソコンでダウンロードしてみまし

た。これを１枚１枚、全部目を通してみます

と、大人の私たちもこれにぜひもう一度目を

通し、今すぐできること、また、子供たちと

本当に楽しく、家族の中で和気あいあいとで

きる内容になっているなというふうに思いま

して、こちらを押しつけるつもりはございま

せんけれども、ぜひこちらのことも参考にし

ながら、授業に生かしていただきたいという

ふうに思っております。

内容の一例、私が心に残ったことを紹介さ

せていただきますと、例えば小学校低学年、

１、２年生でありますけれども、このテキス

トを学校で授業した後に、子供たちは、夏休

みの課題としてチェックシートを持ち帰るよ

うになっているのです。そこで、低学年の子

供たちには、早寝早起きをするというチャレ

ンジの項目があります。それは、イコール、
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ゲームの時間を短くする。早寝早起きが、イ

コール、節電にもつながるのだということを

気づかせる。

また、高学年では、シャワーをこまめにと

める、おふろの残り湯は洗濯に使用するとい

う項目がございます。このことは、一見、節

水ではないかというふうに思うわけですけれ

ども、豆知識として、節水することによっ

て、水を送るポンプ動力や上下水道施設にお

ける消費電力削減につながりますというふう

に、ここで教えてあげているのです。

だから、本当に大変興味を引く内容であり

ますので、もし学校において、１学期中に節

電教育の授業が難しいということであれば、

私は個人的にこちらのテキスト、また、チャ

レンジシート等を子供を通して各家庭に配付

し、家庭でこのことを取り組んでいただきた

いという、また、啓発にもなるのではない

か、このことを提案させていただきたいと思

います。

以上、再質問させていただきます。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問にお

答えいたします。

まず、１点目でございます。いつまでに福

祉避難所を設置できるのかというようなお話

だったと思いますけれども、先ほど来お話し

申し上げておりますように、地域防災計画と

いう三沢市での防災計画の根本となる計画が

ございますので、これを今、策定中でござい

ます。これを策定する中で、担当である総務

のほうで取りまとめておりますけれども、そ

れにあわせながら、早急にこれにつきまして

も対応していきたいと思っております。

２番目の女性のことにつきましてのお話で

ございましたけれども、確かに議員さんおっ

しゃるとおり、避難所には健常者をはじめ、

高齢者の方々、障害を持つ方々、妊産婦等の

方々、さまざまな方々が避難していらっ

しゃっております。議員お話しのように、き

め細やかな配慮が本当に大切であるというふ

うに感じております。

先ほど女性職員の配置につきましても、避

難所開設の際には、担当部署と十分な協議を

行いまして、市民の目線に立った温かい対応

を今後とも行ってまいりたいと考えておりま

す。

あと、３点目の避難訓練のことでございま

すけれども、当然避難訓練につきましては、

これにつきまして、きちんと要綱等を取りま

とめながら実施していきたいというふうに考

えてございます。

最後の４点目、障害者の雇用のことでござ

いますけれども、現在、三沢市では、三沢市

緑化公社等で、たしか私どもの記憶ですと、

１０名ほどの方を雇用しておりますけれど

も、今後、こういうふうなことを通じまし

て、拡大していきたいというふうに考えてお

ります。

また、現在の法律、法制度の中におきまし

ても、十分いろいろと対応できる部分がある

と思います。そこら辺についても、きちんと

対応、また、検討していきたいと思っており

ます。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えい

たします。

まず、１点目、交通安全について、子供の

目線に立っての改善に努めたらいかがかと。

これについては、夏休み等も挟んで、先生方

が今現在、独自で全点検を行っているのです

が、例えば特別活動であったり、総合的な学

習の時間で生徒も一緒に現場に行って、どう

かというような生徒からの感想をぜひとって

実施したいと思います。これについては、校

長会等で協議し、実施したいと思っておりま

す。

次に、今後も危険箇所の改善に努めていた

だきたいと。昨年度は２６件の通学路の危険

箇所の要望をいただきました。そのうち１２

件の改善がなされています。ただ、残りにつ

いては、道路管理者、県道、国道、それから
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警察署管内の規制がございまして、そこは継

続して今年度も要望してまいりたいと思って

います。

また、新たに危険箇所が出た場合は、それ

を付加した形で継続していきたいと思ってい

ます。

次に、節電教育の中で、チャレンジシート

ということを家庭で活用すると。これは、実

は昨年、市内の小中学校、全学校に配付済み

でございます。昨年度も、同じものでござい

ますけれども、実施していただきました。で

きなかった家庭もあると聞いております。そ

れについては、これもまた、夏休み前に校長

会、教頭会、それから担当の研修会において

周知をして、特にチャレンジシートの中身に

ついての実施については、具体的に、これは

冊子が分かれておりますので、低学年、中学

年、高学年と、それぞれの課題を持たせて実

施させていきたいと思っています。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 最後に、１点、

再々質問させていただきたいと思います。

障害者の自立支援についてでありますけれ

ども、私は、さまざまな福祉的な作業所とか

を折々にお邪魔をして、回らせていただいて

おりますけれども、私は、障害者を抱える御

家族の思い、保護者の思いというものを直接

お聞きする、そしてまた、将来にわたって市

としてどういう方策がとれるかという、そう

いう思いをじかに聞くことがいかに大切かと

いうことを思っております。ぜひこちらの障

害者を抱える御家族、また、可能であれば障

害者の方もその場に集えれば、その方たちに

も呼びかけて、意見交換会なり懇談会等でお

聞きし、そこからまたスタートしていただき

たいと思いますけれども、その開催につい

て、最後にお聞きしたいと思います。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再々質問に

お答えいたします。

障害者の家庭訪問等についてのお話だと思

いますけれども、実は平成２３年度から障害

者相談員というものを福祉部内に配置してお

りまして、障害者の家庭訪問を実施し、生活

状況の把握などに努めているところでござい

ます。そしてまた、これにより就労継続支援

等の橋渡しもしていきたいということで考え

て実施しております。

それから、先ほど御家族の方たちの、そう

いう集まりの場ということでお話がございま

した。これにつきましても、市内にある程度

多くの福祉団体等がございますので、そちら

の団体の方たちと情報交換を密にしまして、

当然その中には市の職員も入れまして、ざっ

くばらんなお話を随時いただけるような、そ

ういうお話し合いをぜひ持ちたいなと思って

おります。よろしくお願いいたします。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１０番春

日洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１６番山本弥一議員の登壇を願います。

○１６番（山本弥一君） １６番拓心会の山

本弥一でございます。

一般質問の順番の関係で、私の前の２議

員、ウグイス的な声のお二人でありました。

私は逆にがらがら声で、カラスに似た声で質

問になると思いますけれども、御了承のほど

をよろしくお願いします。

今回は、私の一般質問は商業振興問題の１

問のみであります。よって、執行部の明快な

る答弁を心から御期待申し上げ、質問に入ら

せていただきます。

個性あるまちづくりが言われて久しいが、

本市の個性あるまちづくりとは一体何か。中

心街の買い物客が少なくなり、売上高も減

り、寂れるという幾つかの問題を抱えている

のが実情でございます。これも時代の流れ

と、半ばあきれ返ったムードに包み込まれて

いないのか。ただ、このままに身を任せれ

ば、まちは寂れていくのが明白でございま

す。

本市の中心商店街の繁栄は、基地経済によ
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り発展し、そのため道路幅は狭く、もともと

車社会に適合しない仕組みを有しています。

一方、日本人は新しいものを好み、流行に

走りがちで、華やかさを求める傾向が強くあ

ります。中心商店街は、まちの奥座敷であ

り、多少の飾りつけで買い物客を楽しませて

やりたい、ネオンなど華やかさのあるミニ銀

座通りも欲しい。集客の目玉や核となる本市

の中心商店街をどう息を吹き返させて、その

復権を図るかが問われております。商工会と

連携を密にし、商業振興を図ることを願って

やみません。

本日は、このことを踏まえ、本市の中心商

店街の交通体系の整備について質問をいたし

ます。

質問の趣旨は、本市の中心商店街を通って

いる県道三沢十和田線の拡幅を図り、消費者

の安全と利便性の向上を実現し、商業振興に

資することを問うものであります。

大規模小売店舗立地法が制定され、その

後、大型店の地方進出が容易となったところ

であります。

近年、全国組織のスーパーマーケットを核

としたショッピングセンターが地価の安い郊

外に出店したことから、本市の中心商店街の

小売店の販売額が年々減少し、空き店舗が増

加し、空洞化の傾向を強めているのが実情で

あります。

これまで中心商店街の小売店と共存共栄を

保ってきた長崎屋や亀屋、そしてダイエーの

大型店も次々に閉鎖に追い込まれてきており

ます。

特に、おいらせ町に大型ショッピングセン

ターが出店し、広大な面積に何千台もの収容

の駐車場を設け、消費者の流れを大きく変

え、本市のまちづくりにも大きな影響力を与

えるなど、商業活動を取り巻く環境が一層厳

しさを増してきているところでございます。

さらに、車社会を迎え、既存の商店街の集

客力が低下し、商業活動の集積の分散化とと

もに、加えて大型店間の競争が激化し、これ

らによって商業圏が拡大し、消費者のニーズ

にこたえる新しい体制ができつつあります。

一方、行政改革に伴う規制緩和や自由と選

択の時代を迎え、地元の商工会を中心に幾多

の議論を重ねても、なかなか名案は出てこな

い現状にあります。

さらに、行政側も自由経済の原則の中に

あって、経済の流れや消費者の意向を変える

ことができません。確かに、資本経済の市場

原理からいえば、これに行政が介入する余地

はありません。

しかし、日本と米国の資本主義経済の発展

史から考えみれば、日本は、古来から宿場で

小売業が商売をする、いわゆる小資本でまち

づくりが始まり、これに対し米国は、開拓に

よって市場を設け、その後、車社会となった

ことから、まちの中心部に大型店を設けて、

小売業者がほとんど見られなくなっておりま

す。

これを規制緩和のもとで、米国型資本主義

を直ちに日本に適用し、まちの形態を著しく

変えてしまうことは、本市の小売業者にとっ

て、まさに黒船来たるとの思いでありましょ

う。

これからは、市と小売店と一体となった都

市計画やまちづくりの観点から、中心商店街

の抜本的な活性化対策を急ぐべきでありま

す。

小売業者の方も、行政の保護のもとで、過

去と同じ商売をしていては活性化は期待でき

ません。

よって、両者が協調し合って取り組むこと

が重要でございます。それには、まず、行政

側の姿勢が定まらないと、商店街の方々の対

応も決断も鈍りがちになります。

本市の中心商店街の復権の課題は、個性を

生かした魅力ある商店街の形成をいかに構築

できるかに、そのすべてがかかっていると

言っても過言ではありません。

しかし、自由経済のもとで、消費者は選択

権を持った王様である以上、行政もその流れ

を変えることができないとすれば、中心商店

街の活動は、みずからの力でその活路を見つ
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け出すほかはございません。単に大型店の進

出反対を唱えても通用しない時代となってき

ております。

特に、最近、まちとまちの都市間競争が激

しさを増してきており、自分のまちで欲しい

ものがなければ隣のまちへ行く。一方では、

魅力のあるまちには人があふれ、反対に魅力

のないまちは閑古鳥が鳴く。

したがいまして、まちの発展プランが何も

ないところに発展の道はないと言ってもいい

でしょう。

ところで、かつて栄えた本市の中心商店街

が、なぜ衰退が進むのだろうか。それは、本

市のまちの魅力の低下や交通の利便性をはじ

め、駐車場施設の不備や大型店の進出のほ

か、商店会組織の力量低下などが挙げられる

が、基本的には、歩行者の通行量の増減に左

右されると言われてきております。

これには、中心商店街と、その周辺に住む

定住人口や、商店街を通過する交流人口と、

他の地区から商店街を訪れる買い回り人口に

区分され、中でも、地元の定住人口が小売業

に決定的な要因を与えると言われておりま

す。

近年、特に、車社会とともに、郊外に新築

の住宅が建ち並び、定住人口の大移動が始ま

り、その結果、中心部の人口の空洞化が起

き、交流人口も郊外へ移動してきている上、

加えて、三沢駅の利用者の減少等で、中心街

区は買い物なしの通過道路となっているのが

実情でございます。

一方、買い回り人口も、マイカーの普及で

消費者の行動は選択化や広域化し、駐車場施

設のない商店街は敬遠されるなど、減少して

きているのが実態であります。

これまで中心商店街の衰退を、大型店の進

出によると理由づけてきてはいるが、社会構

造の著しい変化によって、定住人口等が移動

し、既存商店街と郊外型新規商業集積型との

対立で、その相関関係によると理解すべきで

あります。

したがいまして、このままでは本市の中心

商店街は衰退の一途をたどり、活気や魅力を

失うことになると心配をいたすものでありま

す。

そこで、魅力ある地域社会づくりとは何

か、いま一度原点に立ち返って、都市計画の

中でどう対策を位置づけるかが重要課題であ

ります。そして、明確な方針を打ち出さなけ

ればなりません。

今、行政側に消費者の生活保護の立場で、

どう地域の将来像を構築するか、中長期的な

視点に立った施策が求められております。

大型店の出店や商店街の活性化対策は、そ

れぞれの地域の問題であって、全国一律的な

考え方は通用しません。それは、土地利用計

画のもとで、具体的に論議すべき課題であ

り、したがって、大型店対小売業者の対立

や、被害者意識という旧態依然とした態度で

は、これからのまちづくりに明るい展望は開

けません。

本市は、こうした状況を踏まえ、中心市街

地の整備、改善及び商業等の活性化の一体的

推進を図るため、アメリカ村構想事業に約８

０億円余り投じて整備を実施してきている

が、その費用対効果が思うように上がってお

りません。このことが未整備街区の小売業者

の方々に少なからず影響を及ぼしておりま

す。

その原因はいろいろあろうが、問題は、中

心商店街を通る未整備部分の区間の拡幅を図

らなければ、買い物客の集客、また、増加は

期待できません。

中心商店街は本市の顔であります。また、

市民生活の日常的利便性を維持するために

も、中心商店街区の復権と繁栄は、人々の心

に安らぎを与え、郷土愛を盛り上げることに

欠かせない要件でございます。

これまで本市は、商工会と一体となって、

商業構造の改善や情報提供の充実、そして、

商業振興補助金等、商業振興対策を講じては

きているが、もはやこれらの施策だけでは問

題の解決は困難であります。

魅力ある商店街づくりは何か。新しい時代
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は、未来に向け、新しい理念と意識改革が求

められている時代であります。

本市の中心商店街区を今よりいかに魅力あ

るものにするためにも、優先してなすべきこ

とが問われております。

そのためには、中心街区の県道三沢十和田

線の拡幅を実現し、交通体系の整備を図るべ

きと思うが、その計画等について答弁を求め

るものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１６番

山本弥一議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さんの御質問の中央商店街の交通体系の整備

計画についてお答えをいたします。

中心市街地の活性化対策につきましては、

議員おっしゃるようなことで、「国際色を愉

しめる魅力・活力・安心のある街」を基本コ

ンセプトとして、三沢市中心市街地活性化基

本計画のもと、都市基盤整備やアメリカ村広

場を中心とした多彩なイベントの開催等の各

種事業を進めてまいったわけであります。

事業の推進に当たりましては、多くの市民

の方々の御協力と協議を重ねつつ進めてきた

ところでありますが、旧ＭＧプラザの建設中

断等によりまして、一部の事業においては、

変更を余儀なくされたところであります。

御承知のように、旧ＭＧプラザは、中心市

街地の集客拠点施設として位置づけておりま

して、計画からはおくれてはいるものの、昨

年、スカイプラザミサワとしてリニューアル

オープンをいたしまして、商品販売額は、対

前年対比２８９％、入り込み客数において

は、対前年対比２０７％と２倍以上の増加と

なっております。

また、今年度においては、中心市街地の空

き店舗に出店した場合のリフォームの補助実

施によりまして、既に２件の店舗がオープン

したほか、新規創業支援、商品開発、事業拡

大等の雇用創造推進事業による人材育成を集

中的に行い、中心商店街全体の商業力アップ

を目指しているところであります。

御質問の県道三沢十和田線、いわゆる一方

通行通りの今後の整備計画についてでありま

すが、現在進行中の三沢市中心市街地活性化

基本計画においては、アーケード商店街地域

の拡幅事業整備は盛り込まれておりません

が、本年度、中央商店街における現行の一方

通行のあり方について、意見交換の機会を設

けるなどし、現在の課題を整理し、中央商店

街の現状等を調査あるいは研究するととも

に、時間帯別通行量調査、消費者意識調査や

商店街全体の今後の方向性等について検討し

ていく予定であります。

その検討結果を踏まえた上で、商工会と連

携しながら、中央商店街の交通体系にかかわ

る整備計画の検討をしてまいりたい、このよ

うに思っているところであります。

いずれにいたしましても、中心市街地の活

性化につきましては、ハード面の整備のみな

らず、商店街の商業力向上のための取り組み

も欠かせないことから、商店街の皆様と協働

しつつ、計画的に商業振興に努めてまいりた

い、このように思っているところでありま

す。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） １６番。

○１６番（山本弥一君） それでは、再質問

させていただきます。

今、答弁いただきましたけれども、中心市

街地云々の計画には、拡幅の整備といいます

か、それがないという答弁だったと思いま

す。

そこで、お尋ねします。このままで市長

は、商店街の復権はいいと思っているのかど

うか。今の現状、八十数億円もかけて核施設

をつくり、アメリカ村構想ということで整備

は図りました。しかしながら、費用対効果、

昨年に比べて販売額も倍にはなってきてい

る。そのぐらいの売り上げ等で、八十数億円

もかけた費用対効果、私は、素人考えでも、

何十年あるいは５０年も先じゃないと取り返
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せない。そういう計画であっては、税の無駄

遣いに等しいです。

やはり役所といえども、費用対効果をいつ

でも考えて事業を実施しているという、毎

回、答弁なのですけれども、しかし、整備を

図って、計算どおりいっていない、このざま

であります。

私は、まだ中心商店街の整備は道半ばだと

考えております。そうでなければ、今の整備

は失敗です。だとするならば、我々は議決し

た責任が伴うので、市民に説明はできませ

ん。これは失敗ですよ。

まだこれからの、今、中心商店街を通って

いる三沢市の幹線道路、三沢十和田線、半分

は拡幅できましたけれども、あとの半分余り

が拡幅、何も計画がない。これで一体、皆さ

ん、よろしいのでしょうか。優先すべきは何

なのか、ここを考えていかないと、八十数億

円がただ無駄になるということを、まず御指

摘しておきます。

どう生かすかが、皆さん、我々の仕事であ

ります。それが計画もなくて、これから商店

街あるいは商工会ともども、調査・研究し

て、また１０年。そのうち商店街の方々の力

はなくなります。すべてなくなってから、や

りましょう、そういくのでしょうか。今こ

そ、まだ力は残っています。

そこで、やっぱりこれは、決断は三沢市の

リーダーである市長のやる気、決意です。こ

の辺の思い、このままでは商店街整備したほ

うも、しないほうも、共倒れになりますよ、

このままでは。そこの夢なりを商店街の方々

に与える、やっぱりここは市長の決断、やる

気の問題。どう今後あれを復権させるか、考

えはあるのか。ただ、部課長に任せて進めて

いく。１０年以上かかると思います。そうす

ると、もう遅いですよ。やっぱりチャンスと

いうのは、引き続いてやらないとめぐってき

ません。だめになってからでは遅過ぎます

よ。その辺、その決意のほどがあるのかどう

か。

また、計画によれば、平成２５年度で１０

年計画が終わりになるというのはわかってい

ます。

それと、ちまちました空き店舗、こんなに

道路も整備しないのに、空き店舗を皆さん一

生懸命やっても来ますか。これは小学生で

も、私はこのまま見せると、来ないよ。皆さ

んはプロですよ。

この辺、市長、いま一度、商店街の方々に

も勇気づけるというのは、やはりリーダー

シップをとる市長なのです。ここを、今後に

ついて、半分で終わったら失敗ということで

いいのでしょうか。その思い、もうちょっと

かみ砕いて、決意のほどを答弁願えればと思

います。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

あの現状でよいのかと、こう問えば、それ

は決してよいとは私は思っておりません。

そして、トップは決断すべきだと。そのと

おりであります。決断はしますけれども、し

かし、どう決断するかは、内容を詰めなけれ

ばできないわけであります。

と申し上げますのも、調査・研究というこ

とを申し上げておりますけれども、やはりま

ちづくりに対する商店街の意欲というものも

当然あるわけでありますし、道路そのものが

県道であったり、そういうこともあるとすれ

ば、やはり国、県とも協議をしなければなら

ないというようなこともあって、さらには、

先ほど費用対効果の話がありましたが、いわ

ゆる８０億円も投資して云々というような

話、もちろんこれをやるとなれば、相当の市

税を投資しなければならないわけであります

から、これは多くの市民の同意を得なければ

ならない、こういうことになろうと思いま

す。

したがいまして、そういうこと等々を考え

まして、いろいろそういうことの事前協議が

あると思っておりますので、十分それらのこ

とを勘案しながら、そういう決断ということ
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になろうかと思います。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１６番山

本弥一議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） 市民クラブの髙橋武

志でございます。通告に従い、一般質問をさ

せていただきます。

質問に先立ち、議長のお許しをいただき、

一言ごあいさつをさせていただきます。

はじめての一般質問であります。このよう

な高いところに立つのもはじめてでございま

す。お聞き苦しい点も多々あるかと存じます

が、どうか御容赦をいただき、お見苦しい点

などございましたら、御遠慮なく御指導くだ

さいますよう、執行部の皆様、諸先輩議員の

皆様、加えて、傍聴席の市民の皆様方にもお

願いいたします。

また、さきの３月４日に行われました市議

会議員一般選挙におきまして、市民の負託を

受け、議席を賜ることができました。

私は、これまでに地域活動を通じ、より住

みよい、住んでよかったまちづくりの実現を

目指し、微力ながらも活動してまいりまし

た。これからの４年間、三沢市発展のため、

市民のため努力させていただき、少しでも市

政を通じ、行政に市民の声を届け、皆様と一

緒に活動していく、そのことに御理解をいた

だき、御支援をいただいたものと、市民の皆

様方に深く感謝を申し上げます。

それでは、通告に従い、一般質問に入らせ

ていただきます。

１件目の質問、災害復旧と水産振興につい

てでございます。

昨年３月１１日の東日本大震災から１年３

カ月を過ぎました。いまだ避難者、犠牲者の

方も多く、また、当市においても２名の命が

奪われ、大津波により沿岸部を中心に、漁港

施設等も被害を受けられました。８０億円に

近い、かつて経験のしたことのない甚大な被

害をもたらしました。当市で被災されました

方々、また、他の被災地から三沢市に避難さ

れている方々、避難生活を余儀なくされてい

る方々に対しましても、心よりお見舞い申し

上げます。

あの３月１１日以来、震災や原発事故を目

の当たりにして、多くの方々の胸のうちで、

今の生活や将来についての感じ方、考え方に

大きな変化が起きているように思われます。

私たちの日々の暮らしや、これからの三沢

市、日本のあり方を左右するような大問題が

次から次へと突きつけられ、これまでの生活

や生き方を見直そうという思い、あの日の思

い、まさに多くの方々が、今、我に返ったと

も言えるのではないでしょうか。

そして、地方自治体の動きにも注目が集ま

りました。被災自治体の奮闘ぶりや、労を惜

しまず地道な被災地支援活動を続けた自治体

の活動は、これまで自分らの住む自治体にす

ら関心の薄かった人々にも、その存在の重要

性を認識させました。その結果、自治体の政

策に関心を持つ市民、住民は急速にふえまし

た。

その中で今、三沢市においては、三沢市総

合振興計画のもとで、基本計画の前期５年

も、今年２４年、終盤を迎えます。

それにあわせ、昨年１２月には、復興への

足がかりとして、三沢市復興計画も策定さ

れ、被害を受けた施設等の復旧も、昨年度中

に約８割達成したと聞いております。

また、八戸市や三沢市など、太平洋沿岸７

市町村の漁獲数量が震災前の水準を上回るま

でに回復したと、県復興対策本部のまとめと

して、最近の新聞等で報じられております。

平成２５年度から、後期計画の基本理念に

基づく市民の思いが届く計画であるべきと思

います。

今年度は、平成２４年度の水産振興費予算

７,８５９万７,０００円で、昨年度当初の約

４倍になっており、このうち、漁港施設の復

旧には、約６,０００万円が計上されており

ます。震災からの生活や産業の立て直しに、

一日も早く災害対策を含め、復旧・復興が望
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まれます。

水産振興にかける市長の熱意と実行力には

敬意を表するものでありますが、災害復旧と

水産復興について、次の３点についてお伺い

いたします。

１点目、三沢漁港の瓦れきが、被災数日後

にはきれいに片づいており、被災地を視察に

訪れた国会議員の方々がびっくりしていたと

聞いております。あの異例のスピードで瓦れ

き等が片づいた原因は何であったと市長は認

識しておられるか。

２点目、漁港施設復旧に伴い、漁獲高はど

の程度回復したか。また、魚種等によって

は、回復の程度にばらつきがあるか。

３点目、今後の復旧の見通しと、復興部分

で、特に意を注ぎたいことがあるか。

この３点についてどのように考えられてい

るか、お伺いいたします。

２件目の質問は、高齢化社会と高齢者福祉

について質問させていただきます。

今日、社会福祉を取り巻く環境が大きく変

化し、高齢者、障害者、子供や子育て家庭な

ど、福祉に関する制度や事業が多様化し、そ

の中に多くの高齢化のひずみ、課題が顕在化

してきています。

その中でも、全国的に今、高齢者の孤立死

が社会問題となっている。三沢市は、その沿

革上の特性から、他の同規模の地方都市より

も、この問題について真剣に考えていくべき

ものと認識しています。

また、地方で影響が目立つ少子高齢化、６

５歳以上の住民の割合を示す高齢化率は、毎

年高くなってきております。青森県の最近の

高齢者人口調査結果で、平成２４年２月１日

現在、高齢化率、県平均で２５.７５％、三

沢市の高齢化率は、県内で一番低いものの、

２０％を超え、２０.２２％であります。将

来は３０％を超えると見られております。

三沢市の、ここ５年間の三沢市総人口の年

齢３区分構成では、６５歳以上の人口は増加

し、６４歳、１４歳以下の人口がともに減少

している。また、１世帯当たりの人員も減少

し、少子高齢化の進行がうかがえ、ひとり暮

らしの世帯、高齢世帯が増加傾向にもありま

す。

三沢市は、高齢化率が県内で一番低いもの

の、三沢市総人口に対する高齢者の絶対数が

少なくもないわけで、この現状から、地域福

祉活動を推進するためには、制度の導入を急

ぐことよりも、社会資源を有効に活用し、有

機的に協働していくことが、今後の地域全体

の変革、福祉の主体を形成するシステムづく

りも大変重要ではないかと考えます。

そこで、お伺いいたします。地域きずな・

支えあい事業が、高齢化社会に向け、平成２

４年度当初予算において予算化され、ひとり

暮らしの高齢者を地域が見守る事業が展開さ

れることと聞いているが、その具体的な内容

はどのようなものか、また、この事業の今後

の展望についてもお伺いいたします。

三つ目の質問は、国道３３８号の歩道整備

について質問させていただきます。

鹿中、三川目地域内を縦断する国道３３８

号の交通量が非常に多く、その反面、歩道が

非常に狭く、現状において、歩行者、特に児

童の通学時等、交通事故の危険きわまる状況

にもあり、歩行の安全対策が必要と考えます

が、京都府亀岡市で今年４月２３日の朝、集

団登校中の小学生ら１０人が軽自動車にはね

られ死傷した悲惨な事故は、まだ新しい記憶

にあると思いますが、交通事故はいつ何ど

き、どこで起こるかわかりません。

悲惨な交通事故が同地区において起こらな

いようにと、切実な願いで、平成２２年度、

三沢市町内会長会議でも同地区の町内から要

望書が出され、夏場はもちろん、冬期間はさ

らに除雪の雪により危険な状態である。

そこで、お伺いいたします。三沢市とし

て、国道管理者の県に対し、どのように働き

かけをしてきているか。また、今後、歩道の

整備計画はあるのか、あるとすれば、その内

容をお伺いいたします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁よ

ろしくお願いいたします。
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○副議長（堀 光雄君） ただいまの２番髙

橋武志議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの髙橋議員

さん御質問のうち、災害復旧と水産振興につ

いては私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

御質問の第１点目、三沢漁港における瓦れ

き撤去の状況についてお答えをいたします。

昨年の３月１１日に発生いたしました東日

本大震災による漁業関係施設の被災状況は、

被災額は４５億３,２００万円、被災した施

設が４１施設となりました。

漁業の再開まで長い期間を要すると思わせ

る壊滅的な被害を受けましたが、このような

被害状況下にあっても、三沢漁港は、災害に

より被災しました漁港の中でも、早い時期に

漁を再開することができました。

その要因といたしましては、漁船の航路を

確保するため、いわゆる港内水域の沈船や支

障物の除去、さらには漁獲物の円滑な運搬や

施設の早期復旧のため、漁港内の瓦れき撤去

を漁業再開への最優先課題とし、災害直後の

３月１４日から７日間、延べ約８８０名もの

市民ボランティアや米軍関係者などによる、

約２,６００立米の瓦れき撤去をはじめ、港

内水域の沈船除去作業など、漁業関係者や

県、市が一体となって懸命な復旧作業に取り

組んだ結果が一番の要因ではないかと考えて

いるところであります。

改めて、市民の皆様はじめ、関係各位の御

協力、御支援に対し、衷心より感謝を申し上

げる次第であります。

次に、御質問の２点目、施設復旧に伴う漁

獲高の回復状況についてお答えをいたしま

す。

震災後の瓦れき撤去や支障物を除去したこ

とによりまして、航路の確保が可能となり、

早期に出漁体制が整ったことから、三沢漁港

においては、約２カ月後の５月７日に漁を再

開することができました。

当時は、まだ水揚げするための施設復旧が

完全なものではなかったために、いわゆる漁

獲いたしました後の荷揚げ作業に支障を来し

ておったわけであります。

そのような中、三沢漁港の主要魚種であり

ますスルメイカを荷揚げするための必要不可

欠な、いわゆるベルトコンベヤーと、県の管

理施設であります浮き桟橋、さらには、漁船

を修理するための巻き上げ施設等、漁業者の

要望に基づき、水揚げに必要な施設を最優先

的に順次施設の復旧を進め、同時に、県管理

であります漁港外郭施設の復旧や、あるいは

中小企業基盤整備機構による漁業者用の、い

わゆる倉庫の整備、さらには、活魚施設のタ

ンク類の復旧等、漁業基盤の復旧が早期に図

られ、平成２３年度中に約８割の施設が復旧

いたしました。

漁港施設の早期復旧に伴い、震災後の漁獲

高も回復し、平成２３年度における水揚げ数

量の合計は約４,３００トン、水揚げ金額で

は約１４億５,９００万円となり、過去１０

年間で最も漁獲高が高かった震災以前の平成

２２年度と比較しても、ほぼ同水準の水揚げ

でありました。

このうち、主要魚種でありますスメルイカ

は、数量で３,１４１トン、金額では９億９,

５００万円、また、サケは、数量では４１７

トン、金額では２億２００万円となりまし

て、いずれも水揚げ金額では震災以前の漁獲

高を上回る結果となったわけであります。

ホッキガイに関しましては、しけの影響も

ございましたが、数量では３７９トン、金額

では９,８００万円と、震災以前と比べ、数

量、金額ともやや低い水準の水揚げでありま

したが、心配されておりました津波の影響に

よるホッキガイの流失はないと思っておりま

す。

次に、御質問の第３点目、復旧の見通しと

復興についてお答えをいたします。

三沢漁港関連施設の復興につきましては、

今後、防災対策の観点から、特に意を注ぐと
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ころでございますが、現在、漁業関係施設

は、被災施設の４１施設中３３施設が復旧

し、平成２４年度中に漁協管理の冷蔵施設や

巻き上げ施設など四つの施設を復旧し、年度

末で合計３７施設を復旧する見込みとなって

ございます。

残る４施設、漁協の事務所、漁民研修セン

ター、それから漁民厚生施設及び漁業用の無

線施設につきましては、漁業地域の振興や防

災・減災の観点から、施設の複合化や高台へ

の移設を考慮しつつ、漁協が要望しておりま

す漁港外への避難道路と、県が策定しており

ます津波の想定高との整合性を踏まえつつ、

県や漁協関係機関と協議を重ねながら、本年

度中に施設の計画を策定し、災害による被害

を最小限にとどめる施設をつくる等、さらな

る漁業地域の振興を目指してまいりたい、こ

のように考えております。

私からは、以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 御質問の地

域きずな・支えあい事業についてお答えいた

します。

近年、地域社会を取り巻く現状は、少子高

齢化社会の到来や都市化、核家族化の進行に

よる地域意識の希薄化などから、家庭や地域

で支え合う力が弱まりつつございます。

それに伴い、高齢者や障害者など、支援を

必要とする方にとって、安心して地域で暮ら

せる地域社会づくりがこれまで以上に重要と

なってきております。

この事業は、高齢者や障害者等の弱者と言

われる方々を、地域の住民参加による協働の

まちづくりの中で支援し、だれもがともに支

え合い、住みなれた地域の中で、安心して暮

らせるような地域社会を構築することを目的

としております。

事業の実施体制といたしましては、社会福

祉協議会が実施主体となり、市と町内会の三

者が連携し、支援を必要とする方への支え合

いや助け合いを実施し、地域の福祉力向上を

図り、安心・安全な地域づくりを推進する体

制となっております。

具体的には、地域の高齢者や障害者等の支

援を必要とする方の実態調査をし、支援内容

の把握をした上で、地域支援マップの作成、

地域での支援ボランティアである御近所サ

ポーターの育成・配置を実施し、支援の実施

が継続する地域づくりを目指しております。

支援内容としましては、日常生活の見守

り、各種相談や買い物、除雪等の軽度で直接

的な支援、災害時の支援のほか、孤立防止の

ための町内会や地域行事等への参加支援など

となっており、支援される側にとっても、児

童の登下校の見守りなど、できる範囲での役

割を担っていただくことになっております。

本事業は、今年度が事業初年度でございま

して、事業実施地区につきましては、６町内

会をモデル地区として選定し、社会福祉協議

会の２名の地域福祉推進員が中心となり、既

に地域説明会を実施して、意見交換を行い、

事業をスタートしております。

今後の展望といたしましては、来年度以降

においても、社会福祉協議会、町内会、行政

との連携をとりながら、事業実施地区を順次

拡大して、５カ年計画で全町内会の体制を整

備してまいります。

この事業の継続により、御近所の支え合

い、助け合いを地域に定着させ、三沢市全体

が地域で支える安心・安全な生活のまちとな

るよう引き続き支援してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 国道３３８号の

歩道整備についてお答えいたします。

国道３３８号は、原子力関連施設の立地す

る下北地域と青森県南部を結ぶ主要な幹線道

路でありますが、交通安全の視点からは、歩

道や路肩の狭い区間などの課題の多い路線と

考えております。

当該路線の整備促進につきましては、当市

から同路線を管理する青森県に対しまして、

かねてからさまざまな場面で要望してまいり
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ましたが、平成１９年度からは、当市をはじ

めとした、沿線のおいらせ町、六ヶ所村、東

通村の４市町村で構成するエネルギーの道国

道３３８号整備促進期成会を設立し、車道及

び歩道の拡幅、高瀬川架橋施設などの整備促

進を強く要望しているところでございます。

このうち、三沢市管内の歩道整備計画につ

きましては、三川目地区の三川目小学校付近

から拡幅整備を進めることとして、平成２２

年度より同小学校を中心に、南北各６００

メートル、合わせまして約１.２キロメート

ルの測量調査に着手しており、平成２４年度

内には、所要の調査、設計などを完了し、順

次用地取得に取りかかる予定となっておりま

す。

また、用地取得後の工事につきましては、

三川目小学校を中心に、南北各２００メート

ルの約４００メートル区間を第１期として、

平成２６年度末の供用開始を目標に工事を進

めたいとのことであります。

市といたしましても、早期完成に向け、で

きる限り協力してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ２番。

○２番（髙橋武志君） １点、再質問をさせ

ていただきます。

高齢者福祉についてでございます。

今年度はじめて、地域きずな・支えあい事

業がスタートするわけでございます。今後の

地域全体の変革、福祉の主体を形成するシス

テムづくりの方向づけを担う事業の一つと考

えます。

この事業は、これから５年間続けていくと

いうことでございますけれども、三沢市の地

域福祉計画の中での位置づけはどのように

なっているか、お伺いいたします。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問にお

答えいたします。

昨年度策定しました、今後５年間の福祉行

政の中期目標でございます三沢市地域福祉計

画におきましては、その基本理念の中に「思

いやり 地域で支える 福祉の輪」というこ

とで出しておりまして、そのサブタイトルと

しまして、「向こう三軒両隣 手に手をとっ

て まちづくり」というのを掲げてございま

す。協働のまちづくりよる地域福祉の推進を

明記してございます。

特に、地域福祉を推進する上では、中核機

関となります社会福祉協議会との連携につき

ましては、「すべての住民が住みなれた地域

で自立し安心して生活のできる福祉のまちづ

くり」の実現に向けた取り組みを掲げてござ

います。

この地域きずな・支えあい事業でございま

すけれども、まさに地域福祉推進事業そのも

のと位置づけられるものと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、２番髙橋

武志議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（堀 光雄君） 本日は、これを

もって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時００分 散会


